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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、平成15年３月期は当期純損失のため、記載しておりま

せん。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 当社は、平成18年３月期に平成17年11月18日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割しており

ます。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 62,941 65,923 67,378 73,331 85,854

経常利益 (百万円) 3,709 6,160 5,866 8,294 9,766

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) 2,291 △1,306 3,743 5,475 6,523

純資産額 (百万円) 42,650 38,573 43,676 48,094 62,720

総資産額 (百万円) 83,643 78,016 81,236 97,353 112,825

１株当たり純資産額 (円) 797.95 721.37 816.94 898.17 547.97

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 42.77 △24.92 69.60 101.79 58.62

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 40.86 ― 63.63 92.96 55.11

自己資本比率 (％) 51.0 49.4 53.8 49.4 55.6

自己資本利益率 (％) 5.4 △3.2 9.1 11.9 11.8

株価収益率 (倍) 20.2 ― 14.3 12.8 22.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,584 7,481 9,641 6,716 7,646

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,562 △6,532 △3,607 △11,468 △9,261

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,210 △1,489 △4,314 5,915 △506

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 6,588 5,812 7,342 8,416 6,657

従業員数 (名) 1,755 1,842 2,028 2,103 2,265



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

３ 平成18年３月期に平成17年11月18日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割しておりますが、

１株当たり中間配当額は分割前の株式に対するものであります。また、配当性向は、当期首に当該株式分割

が行われたと仮定して算出しております。 

  

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 49,178 49,218 48,238 52,767 58,608

経常利益 (百万円) 3,251 4,244 3,500 5,471 7,059

当期純利益 (百万円) 2,170 738 2,147 3,525 4,461

資本金 (百万円) 3,280 3,284 3,284 3,288 5,409

発行済株式総数 (株) 53,709,518 53,717,518 53,717,518 53,725,034 114,595,243

純資産額 (百万円) 41,748 41,018 44,852 47,735 58,844

総資産額 (百万円) 74,311 73,697 76,069 81,971 90,470

１株当たり純資産額 (円) 781.06 767.12 838.95 891.55 514.14

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

15.00 
(7.50)

15.00
(7.50)

15.00
(7.50)

17.50 
(7.50)

15.00
(10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 40.52 13.36 39.71 65.40 40.02

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 38.71 12.21 36.31 59.73 37.62

自己資本比率 (％) 56.2 55.7 59.0 58.2 65.0

自己資本利益率 (％) 5.1 1.8 5.0 7.6 8.4

株価収益率 (倍) 21.3 61.6 25.1 19.9 32.2

配当性向 (％) 37.0 112.3 37.8 26.8 25.0

従業員数 (名) 835 848 867 906 956



２ 【沿革】 

 
  

明治32年２月 大阪市南区(現中央区)で信天堂山田安民薬房を創業、医薬品の製造販売を開始。

昭和24年９月 ロート製薬株式会社を設立、信天堂山田安民薬房の営業権その他一切を継承。

昭和31年10月 布施市(現東大阪市)に布施工場を新設し、旧事業場を廃止統合。

昭和34年11月 大阪市生野区(現在地)に本社・研究所・工場の総合事業場を開設し、旧事業場を

廃止統合。

昭和36年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和37年10月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和39年８月 東京証券取引所・大阪証券取引所の市場第一部に指定。

昭和49年11月 株式会社日本ジョセフィン社(現・株式会社アンズコーポレーション、持分法適用

会社)に資本参加。

昭和50年８月 米国メンソレータム社より日本国内の商標専用使用権を取得。

昭和60年２月 東京都千代田区に東京営業所を開設。

昭和60年４月 「医薬品の安全性試験の実施に関する基準」に基づき研究棟を増設。

昭和61年７月 名古屋市名東区に名古屋営業所を開設。

昭和63年７月 米国メンソレータム社(現・連結子会社)を買収し、経営権を取得。

平成３年４月 福岡市博多区に福岡営業所を開設。

平成７年４月 東京・名古屋・福岡の各営業所をそれぞれ東京支店・名古屋支店・福岡支店に改

称。

平成８年９月 ロート・インドネシア社(現・連結子会社)をインドネシアに設立。

平成８年12月 東京都港区に自社ビルを取得、東京支店を東京支社に改称。

平成９年８月 ロート・メンソレータム・ベトナム社(現・連結子会社)をベトナムに設立。

平成10年３月 ロートＵＳＡ(メンソレータム社等の持株会社、現・連結子会社)を米国に設立。

平成10年５月 三重県上野市(現伊賀市)に上野テクノセンター(中央物流センター・研究所・工場

を含む総合事業所)を開設し、中央物流センターの操業を開始。

平成10年７月 ロート・メンソレータム・ベトナム社のベトナム工場が完成、点眼剤等の生産開

始。

平成10年７月 メンソレータム社がオーチャードパーク市(米国ニューヨーク州)に本社・工場を

建設、移転。

平成10年８月 上野テクノセンター内に製剤技術研究所を新設。

平成10年12月 上野テクノセンター内に上野工場を新設。

平成11年９月 上野工場で点眼剤の生産開始。

平成14年６月 本社内に新事務棟(中央棟)を新設。

平成15年１月 エムジーファーマ株式会社(現・連結子会社)を買収し、経営権を取得。

平成15年４月 上野テクノセンター内に第２工場棟を新設、スキンケア関連の生産開始。

平成16年12月 

 

平成17年７月 

 

平成18年５月

米国メンソレータム社がグラクソスミスクライングループから、ニキビ治療薬

『ＯＸＹ(オキシー)』事業の営業権を取得。

森下仁丹株式会社との共同出資による販売会社、株式会社メディケアシステムズ

（現・連結子会社）を設立。

京都府相楽郡木津町（関西文化学術研究都市）に新研究所ロートリサーチビレッ

ジ京都を開設。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社20社及び関連会社４社で構成され、アイケア関連、スキンケア関連、内

服関連、その他(体外検査薬、花粉関連品、義歯関連品、衛生雑貨等)の製造販売を主な事業内容としてお

ります。 

当社グループの各事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。 

  

(アイケア関連) 

目薬、洗眼薬、コンタクトレンズ関連品(コンタクトレンズ、コンタクトレンズ用ケア剤)等を製造、

販売しております。 

［主な関係会社］ 

(製造・販売) 

メンソレータム社・中国、ロート・メンソレータム・ベトナム社 

(販売) 

メンソレータム社、メンソレータム社・イギリス、メンソレータム社・アジアパシフィック 

  

(スキンケア関連) 

メンソレータム、保湿鎮痒剤、リップクリーム、ハンドクリーム、にきび用剤、日焼け止め、機能性

化粧品等を製造、販売しております。 

［主な関係会社］ 

(製造・販売) 

メンソレータム社、メンソレータム社・イギリス、メンソレータム社・中国、ロート・メンソレ

ータム・ベトナム社、㈱アンズコーポレーション(注) 

(販売) 

メンソレータム社・アジアパシフィック 

  

    (注) ㈱アンズコーポレーションは、平成18年１月１日に㈱日本ジョセフィン社より社名を 

    変更しております。 

  

(内服関連) 

胃腸薬、胃腸内服液、総合感冒薬、サプリメント等を製造、販売しております。 

［主な関係会社］ 

(製造・販売) 

メンソレータム社、エムジーファーマ㈱ 

(販売) 

メンソレータム社・イギリス、メンソレータム社・アジアパシフィック、ロート・メンソレータ

ム・ベトナム社、㈱メディケアシステムズ、㈱アンズコーポレーション 

  

(その他) 

体外検査薬(妊娠検査薬、排卵日検査薬など)、花粉関連品、義歯関連品(義歯洗浄剤、洗浄用容器な

ど)、衛生雑貨(かぜ・花粉用マスクなど)等を製造、販売しております。 

［主な関係会社］ 

(製造・販売) 

メンソレータム社、メンソレータム社・イギリス、メンソレータム社・中国 

(販売) 

メンソレータム社・アジアパシフィック、㈱メディケアシステムズ、㈱アンズコーポレーション 

 

  

    

    



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 平成17年７月１日に森下仁丹㈱と共同出資で設立いたしました。 

４ 平成18年１月１日に㈱日本ジョセフィン社より社名を変更しております。 

５ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

６ 議決権の所有割合の(内書)は、間接所有割合であります。 

  

名称 住所

資本金又は 

出資金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の 

所有割合 

(％)

関係内容

(連結子会社) 千米ドル

ロートＵＳＡ 

(注)２

米国  

ニューヨーク州
84,100

その他 

(投資管理)
100.0

メンソレータム社等に対する投資

管理 

役員の兼任１名

メンソレータム社 

(注)２

米国  

ニューヨーク州

千米ドル

62,000

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

100.0

(100.0)

当社製品の販売 

当社が借入金に対して債務保証 

当社が商標権使用料を支払 

役員の兼任２名

メンソレータム社・ 

イギリス 

 

英国  

スコットランド

千英ポンド

1,900

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

100.0

(100.0)

当社及びメンソレータム社製品等

の販売 

役員の兼任１名

メンソレータム社・ 

アジアパシフィック 

 

中国 香港

千香港ドル

23,320

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

100.0

(100.0)

当社及びメンソレータム社、メン

ソレータム社・中国の製品等の販

売 

当社へメンソレータム社・中国製

品の販売 

役員の兼任１名

メンソレータム社・中国 

(注)２
中国 広東省

千元

153,800

アイケア関連 

スキンケア関連 

その他

100.0

(100.0)

メンソレータム社・アジアパシフ

ィックを通じて関係会社へ製品の

供給 

役員の兼任１名

メンソレータム社・ 

オーストラレーシア

オーストラリア 

ビクトリア州

千オーストラリア

ドル

500

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

100.0

(100.0)

当社及びメンソレータム社製品等

の販売 

当社が借入金に対して債務保証

ロート・メンソレータム・ 

ベトナム社 

(注)２

ベトナム  

ビンズオン省

百万ベトナムドン

140,500

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

100.0

当社が原材料等を販売 

当社へ製品の販売 

役員の兼任２名

ロート・インドネシア社 

 

インドネシア  

ジャカルタ市

百万インドネシア

ルピア

9,714

アイケア関連 

スキンケア関連
95.0

当社が製品及び原材料等を販売 

当社へ製品の販売 

当社が借入金に対して債務保証 

役員の兼任２名

エムジーファーマ㈱ 

 
大阪府池田市 495 内服関連 100.0

当社へ原材料の販売 

当社が借入金に対して債務保証 

役員の兼任１名

㈱メディケアシステムズ 

(注)３
大阪市生野区 90

内服関連 

その他
70.0

当社及び森下仁丹㈱製品等の販売 

役員の兼任１名

その他９社

(持分法適用関連会社)

㈱アンズコーポレーション 

(注)４
大阪市中央区 90

スキンケア関連 

内服関連 

その他

39.0
当社へ製品の販売 

役員の兼任２名



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、契約社員及び嘱員(272名)を含めて表示しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合には、昭和24年に企業内単一組合として結成されたロート製薬労働組合(平成18

年３月末現在 組合員数616名)があります。 

会社と組合との間には、特記すべき事項もなく円滑な労使関係を維持しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

アイケア関連 662

スキンケア関連 1,027

内服関連 176

その他 317

全社(共通) 83

合計 2,265

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

956 36.6 10.3 6,985



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用・所得情

勢の改善が進み、個人消費も堅調に推移いたしました。しかしながら、原油価格の高騰が長期化するな

ど不透明感を払拭できない状況が続いております。ヘルスケア関連業界におきましても、業界再編が進

展するなか、業種・業態を越えた競争の激化など厳しい経営環境が続いております。 

このような状況のもと、当社グループは顧客志向の新製品開発やマーケティング活動により新規分野

への展開を図るとともに、既存分野においても高付加価値の製品を開発し市場の活性化に努めました結

果、売上高、利益ともに過去最高を更新することができました。 

売上高は858億５千４百万円と前年同期に比べ125億２千３百万円(17.1％)の大幅な増収となりまし

た。 

営業利益は、売上が好調に推移したことに加え販売費及び一般管理費の効率的活用に努めました結

果、105億６百万円と前年同期に比べ21億２千３百万円(25.3％)の大幅な増益となりました。経常利益

も97億６千６百万円と前年同期に比べ14億７千２百万円(17.8％)の大幅な増益、当期純利益につきまし

ても65億２千３百万円と前年同期に比べ10億４千８百万円(19.1％)の大幅な増益となりました。 

  

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(アイケア関連) 

主力の目薬・洗眼薬は、花粉関連品の「アルガード」シリーズが大幅な減収となったこともあり前年

同期比では減収となりました。一方、コンタクトレンズケア関連は、コンタクトレンズケア剤「ロート

Ｃキューブソフトワンモイス」の新発売など堅調に推移いたしました。また、コンタクトレンズも「ロ

ートｉ.Ｑ.１４バイフォーカル」の新発売もあり順調に推移し増収に寄与いたしました。 

海外におきましては、生産能力を増強した中国を中心にアジアで大幅な増収となりました。アイケア

関連トータルでは、売上高245億９千５百万円と前年同期に比べ５億８千４百万円(2.4％)の増収、営業

利益は81億９千９百万円と前年同期に比べ３億３千８百万円(4.3％)の増益となりました。 

(スキンケア関連) 

近年注力しているビューティ関連品が順調に拡大していることに加え、２０年振りの寒波の影響もあ

り、ＡＤシリーズ等保湿系の医薬品やリップクリームが好調でありました。特に、ビューティ関連品に

つきましては、「肌研（ハダラボ）」ブランドに白潤シリーズがラインアップしたことや「オバジパー

フェクトリフトＡＡ」の新発売、さらに本年２月には高機能日焼け止め「オレゾ」ブランド、３月には

男性用化粧品「ＯＸＹ」ブランド導入など着実に拡大してきております。また、新製品のリップクリー

ムやしみ・しわ対策液シリーズ「メラノバスター」「リニアバスター」も増収に寄与いたしました。 

海外におきましても、「ＯＸＹ」ブランドが通年で増収に寄与したこともあり順調に推移しておりま

す。その結果、スキンケア関連トータルでは、売上高443億９千１百万円と前年同期に比べ83億１千４

百万円(23.0％)の大幅な増収となり、営業利益は46億７千万円と前年同期に比べ13億５千６百万円

(41.0％)の大幅な増益となりました。 

(内服関連) 

話題のαリポ酸を配合した新ブランド「美活工房」や納豆菌などを配合したチュアブルタイプの整腸
薬「パンシロンＮ１０」などが順調に推移したことに加え、森下仁丹㈱との共同出資による販売会社㈱

メディケアシステムズ設立に伴う増収もあり、内服関連トータルでは、売上高92億６百万円と前年同期

に比べ５億１千１百万円（5.9％）の増収となりましたが、営業損失は３億２千４百万円と前年同期に

比べ５千７百万円(21.7％)の増加となりました。 

(その他) 

競合激化の妊娠検査薬及び排卵日検査薬の「ドゥーテスト」ブランドや花粉関連品は伸び悩んだもの

の新製品のインフルエンザ検査キットや㈱メディケアシステムズ設立に伴う売上が寄与し、その他分野

トータルでは売上高76億６千万円と前年同期に比べて31億１千１百万円(68.4％)の大幅な増収となり、

営業利益は４億２千９百万円と前年同期（営業損失２億円）に比べ６億２千９百万円の増益となりまし

た。 
  



②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
(日本) 

売上高は、前期大幅に増加した花粉関連品売上の反動減があったものの、寒波の影響もあり保湿系の

医薬品やリップクリームが好調であったことに加え、「対策液」シリーズなどの新製品や「肌研（ハダ

ラボ）」、「オバジ」シリーズなどビューティ関連品が順調に推移いたしました。また、森下仁丹㈱と

の共同出資による販売会社㈱メディケアシステムズ設立に伴う増収もあり、外部顧客への売上高は601

億４千６百万円と前年同期に比べ79億１千５百万円(15.2％)の増収となりました。利益面につきまして

は、売上高の増加に加え、販売費及び一般管理費の効率的使用に努めた結果、営業利益は76億４千９百

万円と前年同期に比べ20億２千１百万円(35.9％)の増益となりました。 

(北米) 

平成16年12月に取得いたしましたニキビ治療薬「ＯＸＹ」ブランドが通年で売上に寄与したことによ

り、外部顧客への売上高は88億２千１百万円と前年同期に比べ32億５千９百万円(58.6％)の大幅な増収

となりました。営業利益は８億７千５百万円と前年同期に比べ１億４千３百万円(19.6％)の増益となり

ました。 

(ヨーロッパ) 

ニキビ治療薬「ＯＸＹ」ブランドの寄与により、外部顧客への売上高は41億７千４百万円と前年同期

に比べ９億１千２百万円(28.0％)の増収となりました。営業利益は４億７千５百万円と前年同期に比べ

３千万円(6.9％)の増益となりました。 

(アジア) 

中国をリード役に高成長が続いておりましたが、当連結会計年度から、将来の返品・売上割戻等によ

る損失見込額を当該期間の売上高から控除した影響もあり、外部顧客への売上高は117億５千５百万円

と前年同期に比べ３億６千６百万円(3.2％)の増収、営業利益は15億２千４百万円と前年同期と同水準

にとどまりました。 

(その他) 

スキンケア関連の売上増により、外部顧客への売上高は９億５千５百万円と前年同期に比べ６千８百

万円(7.7％)の増収、営業利益は１億４千５百万円と前年同期に比べ３千９百万円(37.8％)の増益とな

りました。 

  
  (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前当期純利益が

増加しましたが、有形固定資産の取得による支出や法人税等の支払額が大幅に増加したこと等により、

前年同期に比べ17億５千８百万円減少し、当連結会計年度末には66億５千７百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、76億４千６百万円と前年同期に比べ９億２

千９百万円増加しました。これは、法人税等の支払額が40億７千２百万円（前年同期比226.5％増）と

大幅に増加しましたが、税金等調整前当期純利益が97億９千９百万円（同18.4％増）と増加したことや

売上債権の増加額が16億４千４百万円（同62.5％減）と大幅に減少したこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、92億６千１百万円と前年同期に比べ22億６

百万円減少しました。これは、新研究所ロートリサーチビレッジ京都の取得、中央物流センターの増築

及び上野工場の機能強化のための設備投資等により、有形固定資産の取得による支出が73億５百万円

（前年同期比182.3％増）と大幅に増加しましたが、前連結会計年度に新ブランド「ＯＸＹ」を取得し

たことで大幅に増加しておりました無形固定資産の取得による支出が、当連結会計年度は16億９千７百

万円（同 79.7％減）と大幅に減少したこと等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、５億６百万円（前年同期 59億１千５百万

円の収入）となりました。これは、長期借入による収入が10億７千２百万円（前年同期比84.7％減）と

大幅に減少したこと等によるものであります。 
  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当社グループは、製品ごとの販売計画を基礎として生産計画を立案し、これによって生産を行ってい

るので受注生産はしておりません。 

  

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

アイケア関連 30,173 14.1

スキンケア関連 41,810 42.6

内服関連 7,132 △28.6

その他 3,134 25.7

合計 82,251 20.5

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

アイケア関連 1,722 21.6

スキンケア関連 5,201 81.3

内服関連 1,856 73.5

その他 3,156 245.6

合計 11,937 90.4

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

アイケア関連 24,595 2.4

スキンケア関連 44,391 23.0

内服関連 9,206 5.9

その他 7,660 68.4

合計 85,854 17.1



(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

ヘルスケア市場は、高齢化社会の本格化や人々の健康志向の高まりによってますます重要度を増してき

ております。一方、個人消費の改善など緩やかな景気回復傾向が見られるなか、業種業態を越えた企業の

新規参入など競争環境は一層激化してきております。 

 このような状況のもと、当社は医薬品の枠に留まることなく消費者がつねに望んでいる「何か・新しい

もの」を追い求め、広く「ヘルス＆ビューティ」分野において、新たなニーズに対応した高付加価値製品

の開発や新ブランドの育成に努め、その分野でトップあるいは主要なブランドを築くことを目指しており

ます。そのためにも新製品の開発に加え、国内外において新たなブランド取得やビジネスパートナーとの

提携を推進することで、より一層の業容拡大を図ってまいります。 

 また、当社は競争環境の激化の中にあって、技術力の優位性が市場競争力のキーファクターとなると考

えております。医薬品開発で培った技術力を基盤に、さらなる技術優位性を確保していくため、本年５月

に京都府の関西文化学術研究都市に新研究所ロートリサーチビレッジ京都を開設いたしました。ここを拠

点に、ヘルスケア分野の技術基盤強化をはじめ、抗老化や予防領域への取組み、ベンチャー企業とのコラ

ボレーション、国内外研究者との共同研究の推進を図るなど、ヘルス＆ビューティ分野における総合的な

研究体制の構築を図っていく所存でございます。 

 海外におきましては、成長市場であるアジア地域での事業拡大を最重点課題として取組むとともに、北

米やヨーロッパにおいても新ブランドの取得など積極的に展開してまいります。 

 今後とも、医薬品メーカーとして安全で高品質な製品を提供することはもちろんのこと、お客様に信頼

され多様なニーズに応えられる新しい分野を開拓し、さらなる事業の拡大と業績向上へ向けて鋭意努力を

かさねてまいります。 

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱大木 11,763 16.0 13,465 15.7

丹平中田㈱ 11,202 15.3 10,249 11.9



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のようなものが

あります。なお、当社グループはこれらのリスクの発生可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生し

た場合の対応に努める方針であります。 

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において

判断したものであります。 
  
(1) 法的規制並びに制度・行政 

当社グループの事業は、薬事法等関連法規の規制(規制緩和も含む)の影響を受けます。将来、これ

らの規制が変更された場合、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 海外展開 

当社グループはグローバルに事業展開をしており、近年海外シェアが増加傾向にあります。(当連

結会計年度の海外売上高は、連結売上高の30.0％)このため、現地での予期せぬ政治的及び経済的状

況の悪化並びに法規制の変更等により、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 特定の取引先への依存 

当社の取引高は、得意先の上位10社に売上高の72.7％が集中しており、上位取引先の営業活動の状

況や倒産等による貸倒れが発生した場合は、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 他社との提携解消 

当社グループは、共同開発、共同販売、製品導入(ライセンス契約に基づく製造販売も含む)等さま

ざまな形で他社との提携を行なっておりますが、今後、何らかの事情によりこれらの提携関係を解消

することになった場合、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 販売中止、製品回収等 

当社グループの製品の一部が、製品の欠陥、予期せぬ副作用、異物混入等により、販売中止又は製

品回収などの事態となった場合、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 知的財産権、訴訟 

当社グループが知的財産を適切に保護できない場合、第三者が当社グループの技術等を使用し当社

グループの市場における競争力に悪影響を与える可能性があります。また、当社グループは第三者の

知的財産権を侵害しないように留意し、調査を行なっておりますが、万一、当社グループが第三者の

知的財産権を侵害した場合には、損害賠償請求等の訴えを起こされる可能性や対価の支払等が発生

し、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。知的財産権以外にも製造物責任関連、環境関

連、その他に関して訴訟を提起される可能性があり、訴訟等の内容及び結果によっては、業績や財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(7) 情報システム・情報管理 

当社グループでは、各種の情報システムを利用して業務を遂行しているため、システムの停止や機

能障害により効率的な業務遂行を妨げる可能性があり、また、個人情報を含め多くの情報を保有して

いるため、社内管理体制を整備し、情報管理の充実を図っておりますが、万一情報漏洩が発生するよ

うな場合には、信用失墜により、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(8) 自然災害 

当社グループは、国内で販売する主要な製品を、本社工場、上野工場の２ヶ所で生産しており、ま

た、ほとんどの製品は中央物流センターから出荷しております。安全管理には、十分に注意を払って

おりますが、当該工場や物流センター等が火災、地震その他の災害等により操業停止となった場合

は、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(9) 為替、株価、金利の変動 

当社グループはグローバルな事業展開をしていることから、為替レートの変動が、業績や財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。また、時価のある有価証券、有利子負債等を保有しており、株価

や金利の動向等が、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(10) その他の外部要因 

冷夏・暖冬・花粉飛散量等の季節要因による出荷・返品の増減、及び厳しい競合環境下での予想を

上回る市場価格の低下等が、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
  
上記以外にも様々なリスクがあり、ここに記載されたものが当社グループのすべてのリスクではありま

せん。 
  



５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、消費者の快適性の実現と高機能を付加した製品の提供を目的として、アイケア関

連、スキンケア関連、内服関連を中心に、独創的かつ差異化した製品の研究開発活動を積極的に展開し

ております。当社では、当連結会計年度において新研究所ロートリサーチビレッジ京都を取得し、今後

機能性化粧品や、特定保健用食品を含む高機能性食品の領域に実効性のある、独自性の高い新製品を投

入することによって事業基盤の強化を図ります。また、新研究所を拠点に、ベンチャー企業とのコラボ

レーション、国内外研究者との共同研究の推進を図るなど研究開発の効率化、スピードを速めてまいり

ます。 

当連結会計年度の連結会社の研究開発費総額は、32億３千万円であり、各セグメント別の研究の目

的、主要課題、研究成果及び研究開発費は、次のとおりであります。 

(1) アイケア関連 

当社を中心に、この分野のマーケットリーダーとしての優位性維持のため、高品位の製品開発を視野

に作用成分の遺伝子解析による機能解析や、遺伝子工学的手法による作用成分の探索、機能に特化した

製剤技術研究等を一層強化し、消費者の快適性の実現、効果・持続性の増強、安全性の向上等の高機能

を付加した消費者ニーズに対応した製品の研究開発を積極的に行っております。 

 当連結会計年度における主な成果としまして、点眼剤では、医療用抗炎症成分を配合のスイッチＯＴ

Ｃ目薬「ロートクリア」、しみないさし心地の「ロートアルガードｓ」、ティーン向けコンタクト対応

目薬「ロートリセコンタクトａ」を、コンタクトレンズ関連ではさらに進んだ潤い処方のソフトコンタ

クトレンズケア剤「ロートＣキューブソフトワンモイス」、滑らかカーブで自然に見えるデザインの遠

近両用コンタクトレンズ「ロートi.Ｑ.１４バイフォーカル」を発売いたしました。当事業に係る研究

開発費は、９億５千４百万円であります。 

(2) スキンケア関連 

当社及びメンソレータム社を中心に、医薬品、医薬部外品及び化粧品等の分野を中心として、消費者

の快適性の実現や製薬企業としての技術基盤に基づく、より一層の安全性・有効性の向上、さらに機能

性を高めて競合他社品との差異化を図ることを重点課題として、研究開発活動を行うとともに、積極的

に新規分野の拡大を目指しております。 

 当連結会計年度における主な成果としまして、医薬品では大人のにきびを治す３つの成分サリチル

酸、エタノール、アラントイン配合の「メンソレータムアクネージアメディカルクリーム」、「メンソ

レータムアクネージアメディカルローション」を、化粧品では、男性特有の肌生理の研究から開発した

男性用化粧品「ＯＸＹ」シリーズ６品、レチノール配合の乾燥による小じわ肌の潤い対策液「メンソレ

ータムリニアバスター」及び毛穴の黒ずみを取り、毛穴を引き締める「メンソレータムポーアバスタ

ー」の対策液シリーズ２品、光老化の元になる長波長の紫外線をカットするスーパーＵＶカット成分配

合の高機能日焼け止め「オレゾ」を発売いたしました。海外においては、北米で、「Oxy Wash Chill 

Factor」等ＯＸＹシリーズ、「WellPatch Heat X Large」を発売いたしました。当事業に係る研究開発

費は、14億９千６百万円であります。 

(3) 内服関連 

当社を中心に、当事業における積極的な製品拡大を重点課題として、医薬品、新医薬部外品及び特定

保健用食品、サプリメント等を中心として、有効性と消費者の快適性を重視した製品の積極的な研究開

発活動を行っております。 

 当連結会計年度における主な成果としまして、医薬品では４種類の生菌と３種類の消化酵素を配合し

て、大腸の状態を正常に近づけるチュアブルタイプの整腸薬「パンシロンＮ１０」、すばやく崩れて腸

に届く「スラーリア便秘薬」、オレンジ風味の水なしで服用できる乗り物酔い止め薬「パンシロントラ

ベル」を発売いたしました。当事業に係る研究開発費は、５億１百万円であります。 



(4) その他 

当社を中心に、海外企業及び国内企業との協働活動を積極的に進め、妊娠検査薬などで定評のある当

社の得意とするイムノクロマト技術を生かしたインフルエンザ検査キット「チェックFlu A・B」をはじ

め体外検査薬、義歯関連品及び衛生雑貨等を中心として、新たな消費者のニーズに対応した製品の追求

とさらなる新規分野開拓のための積極的な研究開発活動を行っております。当事業に係る研究開発費

は、２億７千７百万円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

売上高は858億５千４百万円(前年同期比17.1％増)となりました。国内事業につきましては、前期大

幅に増加した花粉関連品売上の反動減があったものの、スキンケア関連で「肌研（ハダラボ）」、「オ

バジ」シリーズでの新製品投入に加え、高機能日焼け止め「オレゾ」、男性用化粧品「ＯＸＹ」ブラン

ドの導入などビューティ関連品が順調に推移いたしました。  

 さらに、アイケア関連のコンタクトレンズケア剤「ロートＣキューブソフトワンモイス」、コンタク

トレンズ「ロートｉ.Ｑ.１４バイフォーカル」、内服関連の新ブランド「美活工房」の新発売、森下仁

丹㈱との共同出資による販売会社㈱メディケアシステムズ設立も増収に寄与いたしました。 

 また、海外事業につきましても、各地域での販売が順調に推移いたしました。特に、平成16年12月に

取得いたしましたニキビ治療薬「ＯＸＹ」ブランドが通年で売上に寄与したことにより、北米、ヨーロ

ッパが大幅な増収となりました。         

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は315億７千１百万円となりました。当社上野工場及びメンソレータム社・中国の生産設備

増強による減価償却費などのコスト増の影響により、売上原価率は前年同期の35.9％から0.9ポイント

上昇し36.8％となりました。 

 販売費及び一般管理費は、厳しい事業環境のもと新規ブランド育成のために販促活動を積極化したこ

とにより販売促進費や広告宣伝費等が増加したことで437億３千万円と前年同期に比べ52億２百万円増

加しましたが、売上高に占める割合は大幅な売上増により前年同期の52.6％から1.7ポイント低下し

50.9％となりました。 

③ 営業利益 

営業利益は105億６百万円(前年同期比25.3％増)となり、売上高営業利益率は前年同期の11.4％から

0.9ポイント上昇し12.3％となりました。 

④ 営業外収益／費用 

営業外収益は前年同期より１億円増加し６億４千９百万円となりました。営業外費用は支払利息、棚

卸資産廃棄損の増加により前年同期より７億５千１百万円増加し13億９千万円となりました。 

⑤ 経常利益 

経常利益は97億６千６百万円(前年同期比17.8％増)となり、売上高経常利益率は前年同期の11.3％か

ら0.1ポイント上昇し11.4％となりました。 

⑥ 特別利益／損失 

特別利益は投資有価証券売却益を計上したことにより２億２千７百万円となりました。また、特別損

失は投資有価証券評価損を７千７百万円、債務保証損失引当金繰入額を１億１千７百万円計上したこと

により１億９千４百万円となりました。 

⑦ 当期純利益 

以上の結果、当期純利益は65億２千３百万円(前年同期比19.1％増）と大幅な増益となりました。１

株当たりの当期純利益は58円62銭、潜在株式調整後１株当たりの当期純利益は55円11銭となりました。

なお、当社は平成17年11月18日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割しております。 
  



(2) 当連結会計年度の財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は1,128億２千５百万円と前連結会計年度末に比べ154億７千２百万円増加

しました。これは、新研究所ロートリサーチビレッジ京都の取得、中央物流センターの増築及び上野工

場の機能強化のための設備投資等により有形固定資産が前年同期に比べ49億６千５百万円増加したこ

と、また投資有価証券が時価上昇による含み益の増加により前年同期に比べ62億６千６百万円増加した

こと等によるものであります。 

 負債・資本につきましては、転換社債の株式への転換が進んだ結果、転換社債が40億４千９百万円減

少しました。一方、資本金が21億２千万円、資本剰余金が21億２千１百万円の増加となっております。

また、当期純利益の増加により利益剰余金が前年同期に比べ54億４千万円、投資有価証券の含み益の増

加によりその他有価証券評価差額金が前年同期に比べ34億５千２百万円増加しております。 

 以上の結果、１株当たり純資産額は547円97銭、自己資本比率は55.6％で前連結会計年度末に比べ6.2

ポイント上昇しました。 
  
(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの事業領域であるヘルスケア市場は、高齢化社会の本格化や人々の健康志向の高まりに

よってますます重要度を増しております。国においては医療費抑制策ともあいまってセルフメディケー

ションの推進が掲げられるなど市場の拡大が期待される一方、業種業態を越えた企業の新規参入など競

争環境は一層の激化が予想されます。 
  
(4) 戦略的現状と見通し 

当社グループは規制緩和の進展など業界の環境変化に対応し、さらなる事業の拡大と業績向上へ向け

て、お客様のニーズの変化に的確に対応した新製品、新ブランドを創出するとともに、幅広い企業との

連携を図るなど様々な改革に挑戦してまいります。 

 本年５月には新研究所ロートリサーチビレッジ京都を開設いたしました。ヘルスケア分野の技術基盤

強化をはじめ、抗老化や予防領域への取組みを図るなど、ヘルス＆ビューティ分野における総合的な研

究体制の構築を図ってまいります。 

 また、海外におきましても、「ＯＸＹ」に続く新ブランドの取得などを積極的な展開を図り、アジア

のみならず欧米におきましてもより一層の業容拡大を推進してまいります。 

  

 本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において

判断したものであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、生産設備の増強、研究開発機能の強化等を中心とした設備投資を継続的に実施してお

り、当連結会計年度においては、主に、ロートリサーチビレッジ京都並びに中央物流センターへの設備投

資を行いました。 

 当連結会計年度の設備投資額は、8,148百万円であります。（有形固定資産受入ベースの数値であり、

金額には消費税等を含んでおりません。） 

 アイケア関連においては、当社上野工場及びメンソレータム社・中国の生産設備増強、ロートリサーチ

ビレッジ京都の研究開発機能の強化及び中央物流センターの物流機能強化が中心であり、設備投資額は、

2,908百万円であります。 

 スキンケア関連においては、当社上野工場の生産設備増強、ロートリサーチビレッジ京都の研究開発機

能強化及び中央物流センターの物流機能強化が中心であり、設備投資額は、3,544百万円であります。 

 内服関連においては、エムジーファーマ㈱の彩都ライフサイエンスパーク（大阪府茨木市）進出が中心

であり、設備投資額は、1,011百万円であります。 

 所有資金については、自己資金並びに借入金によっております。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 
平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 帳簿価額には、消費税等は含まれておりません。 

３ ※１は、本社工場土地に含まれております。※２は、中央物流センター土地に含まれております。 

４ 帳簿価額のうち< >書は、貸与中のものを内数で示し、貸与先は関連会社である㈱アンズコーポレーション

であります。 

５ 現在休止中の主要な設備はありません。 

６ 主要な設備の賃借はありません。 

  

事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメント 

の名称

設備の 

内容

帳簿価額(百万円) 従業 

員数 

(名)建物及び 

構築物

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡)

工具器具 

備品
合計

本社工場 

(大阪市生野区)

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

生産設備 914
616

<5>

97

(32,640)
171 1,799 176

研究所 

(大阪市生野区)

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

研究設備 501 0 ※１ 154 656 101

本社 

(大阪市生野区)
全社共通 その他設備 1,708 8 ※１ 239 1,956 254

上野工場 

(三重県伊賀市)

アイケア関連 

スキンケア関連 

その他

生産設備 4,780 2,650 ※２ 144 7,575 95

中央物流センター 

(三重県伊賀市)

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

倉庫設備 1,895 550
2,602

(77,011)
9 5,057 14

上野開発研究所 

(三重県伊賀市)

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

研究設備 

その他設備
774 49 ※２ 108 932 56

東京支社 

(東京都港区)

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

その他設備 585 ―
669

(534)
16 1,271 168

ロートリサーチビレッジ京都 

(京都府相楽郡木津町）

アイケア関連 

スキンケア関連 

内服関連 

その他

研究設備 1,518 ―
1,035

(48,399)
102 2,656 36



(2) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 面積のうち〔 〕書は、連結会社以外から賃借している土地の面積であります。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 主要な設備の賃借はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類

別セグメン

トの名称

設備の 

内容

帳簿価額(百万円) 従業 

員数 

(名)建物及び 

構築物

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡)

工具器具 

備品
合計

メンソレータム社

本社・工場 

(米国 

ニューヨーク州)

アイケア 

関連 

スキンケア

関連 

内服関連 

その他

生産設備他 1,294 656
95

(10,033)
116 2,162 197

メンソレータム社 

・イギリス

本社・工場 

(英国 

スコットランド)

アイケア 

関連 

スキンケア

関連 

内服関連 

その他

生産設備他 191 99
36

(34,000)
20 347 72

メンソレータム社 

・中国

本社・工場 

(中国 広東省)

アイケア 

関連 

スキンケア

関連 

その他

生産設備他 235 896
―

〔12,000〕
264 1,396 506

ロート・ 

メンソレータム・ 

ベトナム社

工場 

(ベトナム 

ビンズオン省)

アイケア 

関連 

スキンケア

関連

生産設備 156 193
―

〔21,000〕
1 352 204

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの 

名称

設備の 

内容

投資予定額 

(百万円) 資金調達 

方法

着手及び完了予定
完成後の 

増加能力
総額 既支払額 着手 完了

エムジー 

ファーマ㈱

本社・研究所 

(大阪府  

茨木市)

内服関連 研究設備他 1,350 1,016
自己資金 

借入金

平成17年 

３月

平成18年 

５月

研究機能 

の拡充



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使(旧転換 

社債等の権利行使を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 399,396,000

計 399,396,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 114,595,243 114,934,745

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 114,595,243 114,934,745 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

当社は平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第281条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行してお

り、その内容は次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整 

するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の 

目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

 調整株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、2,000株であります。 

ただし、上記１に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に 

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

② 旧転換社債等 

当社は旧商法第341条ノ２の規定に基づき、転換社債を発行しております。当該転換社債の残高、

転換価格及び資本組入額は次のとおりであります。 
  

 
  

株主総会の特別決議日(平成15年６月25日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 63 (注)１ 62 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 126,000 (注)２ 124,000 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 490 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～
平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   490
資本組入額   245

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受け
たものは、権利行使時におい
ても、当社の取締役若しくは
従業員の地位にあることを要
する。ただし、取締役の任期
満了による退任その他取締役
会が正当な理由があると認め
た場合は、この限りではな
い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡及び質入の
禁止

同左

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

第２回無担保転換社債(平成13年９月13日発行)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

転換社債の残高(百万円) 1,942 1,740

転換価格(円) 598.5 598.5

資本組入額(円) 300 300



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 転換社債の株式への転換及びストックオプションの権利行使による増加であります。 

２ ストックオプションの権利行使による増加であります。 

３ 転換社債の株式への転換による増加であります。 

４ 平成17年11月18日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割したことによる増加であります。 

５ 平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、転換社債の株式への転換により発行済株式総数

337,502株、資本金101百万円、資本準備金100百万円とそれぞれ増加しております。 

また、ストックオプションの権利行使により発行済株式総数2,000株、資本金０百万円、資本準備金０百 

万円とそれぞれ増加しております。 

       

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式219,522株は「個人その他」の欄に219単元、及び「単元未満株式の状況」の欄に522株含めて記載

しております。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年４月１日 
～ 

平成14年３月31日 
(注)１

61,839 53,709,518 31 3,280 31 2,396

平成14年４月１日 
～ 

平成15年３月31日 
(注)２

8,000 53,717,518 3 3,284 3 2,399

平成16年４月１日 
～ 

平成17年３月31日 
(注)３

7,516 53,725,034 4 3,288 4 2,404

平成17年４月１日 
～ 

平成17年９月30日 
(注)１

1,910,473 55,635,507 1,124 4,413 1,122 3,526

平成17年11月18日 
(注)４

55,635,507 111,271,014 ― 4,413 ― 3,526

平成17年10月１日 
～ 

平成18年３月31日 
(注)１

3,324,229 114,595,243 996 5,409 991 4,518

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 72 34 127 110 3 8,136 8,482 ―

所有株式数 
(単元)

― 45,218 1,067 17,997 11,247 4 38,524 114,057 538,243

所有株式数 
の割合(％)

― 39.64 0.94 15.78 9.86 0.00 33.78 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
２ 住友信託銀行㈱から平成18年2月15日付で大量保有報告の提出があり、平成18年1月31日現在で以下の株式を

所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができ

ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  なお、当該大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１丁目８－11 8,951 7.81

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２丁目11－３ 8,300 7.24

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 5,303 4.63

㈲山田興産 兵庫県芦屋市東芦屋町19－15 4,074 3.55

山昌興産㈱ 兵庫県西宮市南郷町９－45 3,504 3.06

野村信託銀行㈱（山田茂子信託口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 3,120 2.72

山 田 清 子 大阪市生野区 2,968 2.59

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,942 2.57

バンクオブニューヨークＧＣＭ 
クライアントアカウンツＥＩＳＧ 
（常任代理人 ㈱三菱東京UFJ銀行）

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 2,522 2.20

山 田 安 定 東京都渋谷区 2,152 1.88

計 ― 43,837 38.25

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 8,951千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 8,300千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友信託銀行㈱ 大阪市中央区北浜４丁目５－33 5,845 5.16



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式522株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 219,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

113,838,000
113,838 ―

単元未満株式  
普通株式 538,243 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 114,595,243 ― ―

総株主の議決権 ― 113,838 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ロート製薬株式会社

大阪市生野区巽西 
１丁目８－１

219,000 ― 219,000 0.2

計 ― 219,000 ― 219,000 0.2



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

  

(新株予約権方式によるストックオプション制度) 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び

従業員のうち取締役会において決議する一定の資格を有する者に対して特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを平成15年６月25日第67回定時株主総会において特別決議されたものでありま

す。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
  

決議年月日 平成15年６月25日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役(２名)
チャレンジングステージＣ２ランク以上の従業員（51名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、事業活動から得られる成果を株主に安定的に還元することを重要課題のひとつと考えており、

業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。 

当期につきましては、期末配当金を１株当たり５円とし、中間配当金(１株当たり10円)とあわせ、年間

では15円の配当を実施することに決定いたしました。なお、平成17年11月18日付で普通株式１株につき２

株の割合をもって株式分割をしておりますので、株式分割前に換算いたしますと１株当たり配当金は年間

20円となり前期配当金に比べ２円50銭の増配となります。この結果、当期は配当性向25.0％、株主資本配

当率は1.9％となります。 

なお、内部留保金につきましては、環境変化に的確に対応するための製品開発・設備投資等に有効投資

していく所存であり、これは将来の利益に貢献し、株主への安定的かつ高水準な配当に寄与するものと考

えております。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月16日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 上記最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ □印は、株式分割（普通株式１株につき２株）による権利落後の株価を示しております。  

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであり、株式分割権利落後の株価でありま

す。 

  

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 1,600 1,080 1,029 1,376
1,980
□1,460

最低(円) 711 770 799 959
1,233
□983

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,086 1,237 1,207 1,460 1,418 1,335

最低(円) 983 1,079 1,069 1,160 1,180 1,200



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

山 田 邦 雄 昭和31年１月23日生

１ 昭和55年４月 当社入社

1,954

２ 平成３年６月 取締役就任

３ 平成４年６月 専務取締役就任

４ 平成７年３月 ヘルスケア事業推進本部長

５ 平成７年５月 メンソレータム社取締役就任

６ 平成８年６月 取締役副社長就任

７ 平成10年７月 メンソレータム社取締役会長就

任(現)

８ 平成11年６月 取締役社長就任(現)

専務取締役 研究開発本部長 森 岡 茂 夫 昭和21年７月28日生

１ 昭和62年10月 佐藤製薬㈱取締役研究開発部長

28

２ 平成６年５月 同 退社

３ 平成６年５月 当社入社、品質保証部長

４ 平成12年５月 製品開発部長 兼 開発企画部長

５ 平成12年６月 取締役就任

６ 平成15年５月 研究開発本部長(現)

７ 平成15年６月 常務取締役就任

８ 平成18年６月 専務取締役就任(現)

常務取締役 吉 田 昭 義 昭和17年２月19日生

１ 昭和41年３月 当社入社

20

２ 昭和63年９月 第三製品部長

３ 平成４年６月 取締役就任

４ 平成４年10月 国際事業部長

５ 平成７年５月 メンソレータム社取締役就任

６ 平成10年６月 常務取締役就任(現)

７ 平成11年11月 メンソレータム社取締役社長就

任(現)

８ 平成13年５月 国際営業統括

常務取締役 経営情報本部長 元 木 好 直 昭和17年12月８日生

１ 昭和40年３月 当社入社

36

２ 平成７年３月 ヘルスケア事業推進部長

３ 平成７年６月 取締役就任

４ 平成14年５月 ヘルスケア営業統括 兼 東京支

社長 兼 経営情報部長

５ 平成15年５月 経営情報本部長 兼 東京支社長

６ 平成16年６月 常務取締役就任(現)

７ 平成17年５月 経営情報本部長(現)

８ 平成17年７月 ㈱メディケアシステムズ取締役

社長就任(現)

取締役 事業開発本部長 西 原   亨 昭和21年８月19日生

１ 昭和61年３月 当社入社

18
２ 平成14年５月 執行役員 開発企画部長

３ 平成15年５月 事業開発本部長(現)

４ 平成15年６月 取締役就任(現)

取締役
マーケティング 
本部長

吉 野 俊 昭 昭和25年10月10日生

１ 昭和49年３月 当社入社

16

２ 平成15年５月 執行役員 ヘルスケア第一営業

部長

３ 平成16年６月 取締役就任(現)

４ 平成16年７月 ヘルスケア事業本部長

５ 平成17年５月 マーケティング本部長(現)

取締役 生産事業本部長 木 村 雅 則 昭和32年11月29日生

１ 昭和57年４月 当社入社

12

２ 平成15年５月 執行役員 経営情報本部副本部

長 兼 人事総務部長

３ 平成16年７月 生産事業本部長(現)

４ 平成17年６月 取締役就任(現)



 
(注) １ 監査役鍋谷政憲、池尾隆良は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 当社では経営意思決定機能の強化ならびに業務執行のスピードアップを図るため、執行役員制を導入して 

おります。執行役員は以下の６人であります。 

   執行役員 森崎 克彦      (リサーチビレッジ京都所長) 

   執行役員 中田 忠孝      (上野テクノセンター長 兼 中央物流センター長) 

   執行役員 宮田 孝雄      (ヘルスケア事業本部長) 

   執行役員 藤井  昇      (経営情報本部副本部長 兼 人事総務部長) 

   執行役員 河﨑 保徳      (ヘルスケア事業本部副本部長 兼 ヘルスケア第二営業部長) 

   執行役員 神原 洋一       

３ ㈱日本ジョセフィン社は、平成18年１月１日に㈱アンズコーポレーションへ社名を変更しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 営 業 統 括 大 久 保 武 彦 昭和31年10月29日生

１ 平成17年９月 久光製薬㈱ 執行役員 

国際事業部長

2
２ 平成18年４月 同 退社

３ 平成18年４月 当社入社 経営情報本部付

４ 平成18年６月 取締役就任、営業統括(現)

取締役 山 田 安 廣 昭和13年８月27日生

１ 昭和37年３月 当社入社

145

２ 昭和48年11月 取締役就任

３ 昭和53年６月 常務取締役就任

４ 昭和55年６月 専務取締役就任

５ 昭和56年６月 ㈱日本ジョセフィン社代表取締

役社長就任

６ 昭和62年２月 同 社長辞任、代表取締役

７ 昭和63年７月 メンソレータム社取締役会長就

任

８ 平成元年６月 専務取締役辞任、同 取締役就

任(現)

９ 平成４年３月 ㈱日本ジョセフィン社代表取締

役社長就任(現)

10 平成10年７月 メンソレータム社取締役会長辞

任、同取締役(現)

常勤監査役 新 宮 陸 尾 昭和17年５月９日生

１ 昭和41年３月 当社入社

36
２ 平成５年６月 取締役就任

３ 平成10年６月 常務取締役就任

４ 平成16年６月 監査役就任(現)

常勤監査役 森 島 恵 蔵 昭和17年９月24日生

１ 昭和41年４月 当社入社

44２ 平成13年６月 取締役就任

３ 平成17年６月 監査役就任(現)

監査役 鍋 谷 政 憲 大正14年２月８日生

１ 昭和51年７月 大阪国税局調査部統括国税調査

官

24２ 昭和54年７月 生野税務署長

３ 昭和56年９月 税理士開業

４ 平成７年６月 監査役就任(現)

監査役 池 尾 隆 良 昭和７年10月５日生

１ 昭和32年４月 判事補に任官

―
２ 昭和36年７月 弁護士開業

３ 平成11年６月 日本伸鋼㈱監査役退任

４ 平成11年６月 監査役就任(現)

計 2,337



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  
当社は、企業の社会的責任を果たすと同時に、株主、消費者、取引先、従業員などのすべてのステーク

ホルダーの信頼と期待に応え、共存共栄を図ることを目指しております。そのためには、コーポレート・

ガバナンスの充実が重要な経営課題であると認識しております。経営の透明性・公正性の確保とともに、

経営環境の変化に迅速かつ的確に対応するため、経営上の組織体制を整備し、必要な施策を実施してまい

ります。また、当社の社是、コーポレートスローガン、経営理念に基づいて、コンプライアンス体制の基

礎として、ロートＣＳＲ憲章及びロートＣＳＲ行動指針を制定するとともに、ＣＳＲ委員会及びＣＳＲ推

進室を設置し、法令遵守を推進しております。 
  

当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応するため、定例の取締役会のほか機動的に臨時取締役会

を開催し、意思決定の迅速化を図っております。また、重要な業務執行課題について十分な審議及び議論

を実施するため、取締役及び執行役員で構成する経営戦略会議を設け、定常的な事業運営上の重要事項に

つきましては、各本部長・副本部長・部長が出席する部長会、そのほか開発協議会、マーケティング会議

などを設け、それぞれ定期的かつ随時開催することにより、情報の共有化、経営判断及び業務執行の迅速

化と適正化の向上に努めております。 
  
当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は、監査役４名（うち常勤監査役２名、社外監査役２

名）で構成しており、監査役は監査役会で策定された監査方針及び監査計画に基づき、取締役会、経営戦

略会議等重要な会議に出席し、取締役の業務執行状況を監査するとともに適切な助言を行っております。

当社と社外監査役との間には特別な利害関係はありません。  
  
なお、内部統制については、その目的を「業務の有効性・効率性の確保」「財務報告の信頼性の確保」

「法令遵守（コンプライアンス）」と認識し、一層の強化・改善に努力しております。リスク管理につい

ては、不測の事態が発生した場合に危機管理委員会を設置し、顧問弁護士等を含む外部のアドバイザーの

意見等を聴きながら、迅速に対応し、損害及びその拡大を防止する体制を整えております。 

  
当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、指定社員業務執行社員 米林彰、原田大輔の両氏であ

り、あずさ監査法人に所属されております。通常の会計監査に加え、重要な会計的課題について随時相談

しております。また、当社の監査役と定期的に意見交換を行なっております。当社と業務執行社員との間

には特別な利害関係はありません。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補６名

であります。 

  

なお、役員報酬及び監査役報酬の内容は以下のとおりであります。 

  

(1) 役員報酬の内容 

① 取締役に支払った報酬(社外取締役に対する報酬はありません。) 

 
② 監査役に支払った報酬 

 
  

(2) 監査報酬の内容 

 
  

 定款又は株主総会決議に基づく報酬 203百万円

 利益処分による役員賞与 30百万円

 株主総会決議に基づく退任慰労金 10百万円

 定款又は株主総会決議に基づく報酬 35百万円

 株主総会決議に基づく退任慰労金 9百万円

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 27百万円

上記以外に基づく報酬 ―



  

 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,815 6,657

 ２ 受取手形及び売掛金 20,506 23,023

 ３ 有価証券 1,610 ―

 ４ 棚卸資産 10,761 12,160

 ５ 繰延税金資産 2,090 2,226

 ６ その他 1,446 1,016

   貸倒引当金 △367 △464

 流動資産合計 42,862 44.0 44,619 39.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 (※3,4) 21,261 24,870

    減価償却累計額 9,170 12,090 10,059 14,811

  ２ 機械装置及び運搬具 18,796 21,011

    減価償却累計額 13,795 5,001 15,167 5,844

  ３ 工具器具備品 5,511 6,233

    減価償却累計額 4,449 1,061 4,824 1,408

  ４ 土地 (※３) 5,791 6,839

  ５ 建設仮勘定 876 885

  有形固定資産合計 24,822 25.5 29,788 26.4

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 7,773 8,794

  ２ 商標権 2,040 2,866

  ３ 連結調整勘定 156 104

  ４ その他 859 1,518

  無形固定資産合計 10,829 11.1 13,284 11.8

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 (※1,3) 17,931 24,198

  ２ 繰延税金資産 8 10

  ３ その他 1,047 1,129

    貸倒引当金 △150 △204

  投資その他の資産合計 18,837 19.4 25,133 22.3

 固定資産合計 54,490 56.0 68,205 60.5

 資産合計 97,353 100.0 112,825 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 5,576 6,700

 ２ 短期借入金 (※３) 3,305 4,432

 ３ 未払金 1,028 1,514

 ４ 未払費用 8,419 9,204

 ５ 未払法人税等 2,789 1,960

 ６ 未払消費税等 266 33

 ７ 預り金 2,785 2,824

 ８ 従業員預り金 1,369 1,408

 ９ 賞与引当金 1,195 1,317

 10 返品調整引当金 600 645

 11 売上割戻引当金 1,925 1,736

 12 その他 127 582

 流動負債合計 29,390 30.2 32,360 28.7

Ⅱ 固定負債

 １ 転換社債 5,991 1,942

 ２ 長期借入金 (※３) 7,966 8,110

 ３ 繰延税金負債 3,342 5,773

 ４ 退職給付引当金 1,814 921

 ５ 役員退任慰労引当金 589 637

 ６ 債務保証損失引当金 ― 117

 ７ その他 156 171

 固定負債合計 19,859 20.4 17,673 15.6

 負債合計 49,249 50.6 50,034 44.3

(少数株主持分)

 少数株主持分 9 0.0 71 0.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 (※６) 3,288 3.4 5,409 4.8

Ⅱ 資本剰余金 2,408 2.5 4,530 4.0

Ⅲ 利益剰余金 38,519 39.5 43,959 39.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

6,147 6.3 9,599 8.5

Ⅴ 為替換算調整勘定 △2,058 △2.1 △644 △0.6

Ⅵ 自己株式 (※７) △212 △0.2 △135 △0.1

 資本合計 48,094 49.4 62,720 55.6

 負債、少数株主持分及び 
 資本合計

97,353 100.0 112,825 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 73,331 100.0 85,854 100.0

Ⅱ 売上原価 (※１) 26,310 35.9 31,571 36.8

   売上総利益 47,021 64.1 54,282 63.2

   返品調整引当金繰入額 110 0.1 45 0.0

   差引売上総利益 46,911 64.0 54,237 63.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売促進費 9,134 9,592

 ２ 広告宣伝費 12,743 14,856

 ３ 給料賞与 4,516 5,264

 ４ 賞与引当金繰入額 648 684

 ５ 退職給付費用 286 346

 ６ 役員退任慰労 
   引当金繰入額

65 69

 ７ 減価償却費 722 768

 ８ 連結調整勘定償却額 52 52

 ９ 研究開発費 2,849 3,230

 10 貸倒引当金繰入額 95 31

 11 その他 7,413 38,527 52.6 8,832 43,730 50.9

   営業利益 8,383 11.4 10,506 12.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 59 106

 ２ 受取配当金 200 228

 ３ 為替差益 86 85

 ４ 持分法による投資利益 57 68

 ５ その他 144 549 0.8 161 649 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 192 464

 ２ 棚卸資産廃棄損 376 694

 ３ その他 70 638 0.9 231 1,390 1.6

   経常利益 8,294 11.3 9,766 11.4

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 (※３) 85 ―

 ２ 投資有価証券売却益 ― 227

 ３ 販売権売却益 (※４) 30 115 0.2 ― 227 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 (※５) 116 ―

 ２ 退職給付制度 
   一部終了損失

16 ―

 ３ 投資有価証券評価損 ― 77

 ４ 債務保証損失引当金 
   繰入額

― 132 0.2 117 194 0.2

   税金等調整前 
   当期純利益

8,276 11.3 9,799 11.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,303 3,184

   法人税等調整額 △502 2,801 3.8 84 3,268 3.8

   少数株主利益(控除) 0 0.0 7 0.0

   当期純利益 5,475 7.5 6,523 7.6



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,399 2,408

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 転換社債の転換 4 2,021

 ２ ストックオプション 
   の権利行使

― 92

 ３ 自己株式処分差益 4 9 7 2,121

Ⅲ 資本剰余金期末残高 2,408 4,530

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 33,860 38,519

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 在外子会社の米国会計 
   基準適用に伴う剰余金 
   増加高

10 30

 ２ 在外子会社に係る 
   過年度税効果調整額

― 6

 ３ 当期純利益 5,475 5,485 6,523 6,560

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 801 1,090

 ２ 取締役賞与 25 826 30 1,120

Ⅳ 利益剰余金期末残高 38,519 43,959



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 8,276 9,799

   減価償却費 3,059 3,186

   連結調整勘定償却額 52 52

   貸倒引当金の増減額 95 103

   賞与引当金の増減額 316 122

   退職給付引当金の増減額 132 △923

   債務保証損失引当金の増減額 ― 117

   返品調整引当金の増減額 110 45

   売上割戻引当金の増減額 760 △188

   固定資産除却損 116 ―

   固定資産売却損益 △85 ―

   投資有価証券売却損益 ― △227

   受取利息及び受取配当金 △260 △335

   支払利息 192 464

   持分法による投資損益 △57 △68

   売上債権の増減額 △4,385 △1,644

   棚卸資産の増減額 △1,782 △1,095

   仕入債務の増減額 521 953

   役員賞与の支払額 △25 △30

   その他 868 1,535

    小計 7,903 11,867

   利息及び配当金の受取額 252 323

   利息の支払額 △192 △471

   法人税等の支払額 △1,247 △4,072

   営業活動によるキャッシュ・フロー 6,716 7,646

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有価証券の純増減額 17 9

   有形固定資産の取得による支出 △2,587 △7,305

   有形固定資産の売却による収入 170 4

   無形固定資産の取得による支出 △8,364 △1,697

   投資有価証券の取得による支出 △691 △517

   投資有価証券の売却による収入 5 275

   その他 △16 △30

   投資活動によるキャッシュ・フロー △11,468 △9,261

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 1,076 1,225

   長期借入による収入 7,010 1,072

   長期借入金の返済による支出 △1,428 △2,032

   株式発行による収入 ― 186

   少数株主による株式払込収入 ― 54

   自己株式の売却による収入 ― 145

   配当金の支払額 △801 △1,090

   その他 59 △68

   財務活動によるキャッシュ・フロー 5,915 △506

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △89 362

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 1,074 △1,758

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 7,342 8,416

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 8,416 6,657



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項   連結子会社の数 18社
  主要な連結子会社の名称は、「第
１ 企業の概況 ４ 関係会社の
状況」に記載しているため省略し
ております。

  なお、子会社ロート・ファルマ・
インドネシア社については、連結
総資産、連結売上高、連結純損益
及び連結利益剰余金等に及ぼす影
響が軽微であり、かつ重要性がな
いため、連結の範囲から除いてお
ります。

  連結子会社の数 19社
  主要な連結子会社の名称は、「第
１ 企業の概況 ４ 関係会社の
状況」に記載しているため省略し
ております。

  なお、子会社ロート・ファルマ・
インドネシア社については、連結
総資産、連結売上高、連結純損益
及び連結利益剰余金等に及ぼす影
響が軽微であり、かつ重要性がな
いため、連結の範囲から除いてお
ります。

  また、当連結会計年度中に子会社
となった㈱メディケアシステムズ
を連結の範囲に含めております。

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数
１社

   ロート・ファルマ・インドネシ
ア社

(1) 持分法を適用した非連結子会社数
    同左
   

(2) 持分法を適用した関連会社数
１社

   ㈱日本ジョセフィン社
 
 
 

(3) 持分法を適用しない関連会社数
３社

   大和開発興業㈱
   その他２社
  なお、持分法を適用していない関
連会社については、連結純損益及
び連結利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ重要性がない
ため、持分法を適用しておりませ
ん。

(2) 持分法を適用した関連会社数
１社

   ㈱アンズコーポレーション
    なお、平成18年１月１日に㈱日本
ジョセフィン社より社名を変更し
ております。

(3) 持分法を適用しない関連会社数
    同左
   
   
  

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

  連結子会社18社のうち、エムジー

ファーマ㈱の決算日は連結決算日

と一致しており、メンソレータム

社・中国ほか３社は12月31日であ

り、ロートＵＳＡ、メンソレータ

ム社ほか11社は２月28日でありま

す。連結財務諸表の作成にあた

り、決算日の異なる連結子会社に

ついては、連結決算日との間に生

じた重要な取引について、連結上

必要な調整を行っております。

  連結子会社19社のうち、㈱メディ

ケアシステムズほか１社の決算日

は連結決算日と一致しており、メ

ンソレータム社・中国ほか３社は

12月31日であり、ロートＵＳＡ、

メンソレータム社、メンソレータ

ム社・アジアパシフィックほか10

社は２月28日であります。連結財

務諸表の作成にあたり、決算日の

異なる連結子会社については、連

結決算日との間に生じた重要な取

引について、連結上必要な調整を

行っております。

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法
  ①有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの
     連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法
  ①有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの
     同左



 

項目
前連結会計年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

     なお、当社は、投資事業有

限責任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券取引

法第2条第2項により有価証

券とみなされるもの)につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。

  ②デリバティブ取引により生ず 

 る債権及び債務

    時価法

  ②デリバティブ取引により生ず 

 る債権及び債務

    同左

  ③棚卸資産

    当社及び国内連結子会社

     総平均法による原価法

  ③棚卸資産

    同左

    在外連結子会社

     主として先入先出法による

低価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

  ①有形固定資産

    当社及び国内連結子会社

     定率法

     ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

  ①有形固定資産

    同左

    在外連結子会社

     主として定額法

  ②無形固定資産

    当社及び国内連結子会社

     定額法

     なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用してお

ります。

    在外連結子会社

     米国連結子会社は、米国財

務会計基準審議会基準書第

142号「営業権及びその他

の無形固定資産」を適用し

ております。

  ②無形固定資産

    同左

     

    

    

(3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

    同左



項目
前連結会計年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

  ②賞与引当金

    当社及び国内連結子会社は、

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しており

ます。

    在外連結子会社は、主として

支給見込額を未払費用に計上

しております。

  ②賞与引当金

    同左

  ③返品調整引当金

    当社は、返品による損失に備

えて、当連結会計年度末売掛

金を基準とした返品見込額に

対する売買利益の見積額を計

上しております。

  ③返品調整引当金

    当社及び国内連結子会社は、

返品による損失に備えて、当

連結会計年度末売掛金を基準

とした返品見込額に対する売

買利益の見積額を計上してお

ります。

  ④売上割戻引当金

    当社は、当連結会計年度の売

上高に対する将来の売上割戻

に備えて、当連結会計年度末

売掛金に割戻見積率を乗じた

金額を計上しております。

  ④売上割戻引当金

    当社及び国内連結子会社は、

当連結会計年度の売上高に対

する将来の売上割戻に備え

て、当連結会計年度末売掛金

に割戻見積率を乗じた金額を

計上しております。

  ⑤退職給付引当金

    当社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発

生していると認められる額を

計上しております。

    また、米国連結子会社は、米

国財務会計基準審議会基準書

第87号「年金の会計処理」に

基づく処理を行っておりま

す。

    過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(５年～18年)による定額法に

より費用処理しております。

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(主

として15年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

  ⑤退職給付引当金

    当社及び国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。

    また、米国連結子会社は、米

国財務会計基準審議会基準書

第87号「年金の会計処理」に

基づく処理を行っておりま

す。

    過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(５年～18年)による定額法に

より費用処理しております。

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(主

として15年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理しております。



 

項目
前連結会計年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

  ⑥役員退任慰労引当金

    当社は、役員の退任慰労金支

給に備えて、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額の

100％を計上しております。

また、一部の在外連結子会社

においても、役員に対して、

退任慰労引当金を計上してお

ります。

  ⑥役員退任慰労引当金

    同左

―――   ⑦債務保証損失引当金      

    当社は、債務保証に係る損失

に備えるため、保証先の財政

状態等を勘案し、損失見込額

を計上しております。    

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外連結子

会社の資産及び負債は、在外連結

子会社の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用

は在外連結子会社の会計期間に基

づく期中平均為替相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

    同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

  当社及び国内連結子会社は、リー

ス物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、在外連

結子会社においては、主として通

常の売買取引に準じた会計処理に

よっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

    同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約等が振当処

理の要件を満たしている場合に

ついては、振当処理を行ってお

ります。

   また、米国連結子会社は、米国

財務会計基準審議会基準書第

133号「金融派生商品の会計処

理」に基づく処理を行っており

ます。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

    同左



 

項目
前連結会計年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

先物為替予約 外貨建営業債権

債務 

外貨建投融資

金利スワップ 借入金に係る 

利息

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

 ③ヘッジ方針

   当社及び連結子会社は、為替変

動リスクをヘッジする目的で先

物為替予約を行い、また、借入

金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップを行ってお

ります。

 ③ヘッジ方針

    同左

 ④ヘッジ有効性評価の方法

   先物為替予約については、ヘッ

ジ対象に対し同一通貨建による

同一期日のものをそれぞれ振り

当てているため、その後の為替

相場の変動による相関関係は確

保されており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えておりま

すので、決算日における有効性

の評価を省略しております。

また、金利スワップについて

は、変動金利の基礎となるイン

デックスがヘッジ対象と同一

で、受払日が一致し、想定元本

はヘッジ対象元本となるように

契約しておりますので、ヘッジ

対象期間を通じてヘッジ有効性

が損なわれることは信用リスク

を除いてありません。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

    同左

 

 ⑤その他

   先物為替予約及び金利スワップ

の管理については、当社は、経

理財務部で行っており、取引の

内容については、経理財務部長

が定例取締役会に報告すること

となっております。また、連結

子会社は、各社の経理部門で行

っており、取引内容について

は、各社の定例取締役会に報告

するほか、当社の定例取締役会

に報告することとなっておりま

す。

 ⑤その他

    同左

(7) 消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

(7) 消費税等の会計処理 

    同左



 
  

項目
前連結会計年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価

方法は、全面時価評価法によって

おります。

    同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

  連結調整勘定は、５年間で均等償

却しております。

    同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の

利益処分について連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作

成しております。

    同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

  連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

    同左



会計処理の変更 
  

   
表示方法の変更 
  

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から「固

定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適用してお

ります。

これによる損益に与える影響はありません。

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

(連結貸借対照表)

１ 前連結会計年度において無形固定資産の「その他」

に含めておりました「商標権」は、当連結会計年度

より資産合計の１％超となったため、当連結会計年

度において区分掲記することとしました。

  なお、前連結会計年度において無形固定資産の「そ

の他」に含めておりました「商標権」は、445百万

円であります。

―――

(連結剰余金計算書)

１ 米国連結子会社の米国財務会計基準審議会基準書第

87号「年金の会計処理」適用による最小年金債務調

整額(包括損益)は、従来、「米国会計基準による年

金債務追加負担額」もしくは「米国会計基準による

年金債務追加負担額戻入」として連結剰余金計算書

上、区分掲記しておりましたが、当連結会計年度よ

り米国連結子会社が米国財務会計基準審議会基準書

第133号「金融派生商品の会計処理」を適用し、未

実現デリバティブ評価損益は包括損益として計上さ

れたことに伴い、当連結会計年度から米国連結子会

社の米国財務会計基準審議会基準書の適用により発

生する包括損益を一括して「在外子会社の米国会計

基準適用に伴う剰余金増加高」として区分掲記する

こととしました。

  なお、当連結会計年度において「在外子会社の米国

会計基準適用に伴う剰余金増加高」の内訳は、米国

財務会計基準審議会基準書第87号に基づく増加高は

０百万円であり、米国財務会計基準審議会基準書第

133号に基づく増加高は９百万円であります。

―――

――― (連結キャッシュ・フロー計算書）

１ 前連結会計年度において財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めておりました「自己

株式の売却による収入」は、当連結会計年度におい

て区分掲記することとしました。 

なお、前連結会計年度において財務活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めておりました

「自己株式の売却による収入」は81百万円でありま

す。



追加情報 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

(外形標準課税)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が73百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前純利益が、73百

万円減少しております。

―――

(退職給付制度)

当社は、退職給付制度の全面的な見直しを行い、平成

17年４月１日に、従来の退職一時金制度及び適格年金

制度から新たな確定給付年金制度と確定拠出年金制度

へ移行しております。なお、規定等の改訂日が当連結

会計年度中であることから、退職給付制度の一部終了

に伴い発生が見込まれる損失を、特別損失に16百万円

計上しております。

―――

――― (返品・売上割戻等に伴う損失)

一部の在外連結子会社において、従来、返品・売上割

戻等に伴う損失は支出時に売上高の控除として処理を

しておりましたが、最近のブランド買収等により返

品・売上割戻等の重要性が増加してきたため、当連結

会計年度から、将来の返品・売上割戻等による損失見

込額を当該期間の売上高から控除しております。 

この結果、当連結会計年度において、売上高が635百

万円、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益が534百万円それぞれ減少しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対する資産

投資有価証券(株式) 553百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対する資産

投資有価証券(株式) 623百万円

 ２ 非連結子会社及び関連会社に対する債務保証

㈱イージーネット 131百万円

―――

※３ 担保資産

短期借入金101百万円及び長期借入金21百万円の

担保に供しているもの

建物 48百万円

土地 20百万円

投資有価証券 215百万円

※３ 担保資産

短期借入金16百万円及び長期借入金14百万円の担

保に供しているもの

建物 48百万円

土地 21百万円

※４ 過年度に取得した資産のうち国庫補助金等による

圧縮記帳累計額は、建物493百万円であり、連結

貸借対照表計上額は、この圧縮記帳累計額を控除

しております。

※４ 同左

 ５ 特定融資枠契約

   当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引金融機関２社と特定融資枠契約を締結

しております。

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

 ５ 特定融資枠契約

   同左

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式53,725千株で

あります。

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式114,595千株

であります。

※７ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

普通株式 215千株

※７ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

普通株式 219千株

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

※１ 売上原価に算入されている棚卸資産の低価基準に

よる評価減の金額は、88百万円であります。

※１ 売上原価に算入されている棚卸資産の低価基準に

よる評価減の金額は、200百万円であります。

 ２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,849百万円であります。

 ２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、3,230百万円であります。

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

工具器具備品 85百万円

―――

※４ 販売権売却益は連結子会社によるものでありま

す。

―――

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 18百万円

機械装置及び運搬具 85百万円

工具器具備品 12百万円

―――



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 

  に掲記されている科目の金額との関係
 

現金及び預金勘定 6,815百万円

有価証券勘定 1,610百万円

   計 8,425百万円

償還期間が３か月を 
超える債券等

△9百万円

現金及び現金同等物 8,416百万円

―――

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 

  に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,657百万円

有価証券勘定 ―

  計 6,657百万円

償還期間が３か月を
超える債券等

―

現金及び現金同等物 6,657百万円

２ 重要な非資金取引の内容 
  転換社債の転換 
 

転換社債の転換による
資本金の増加額

2,027百万円

転換社債の転換による
資本準備金の増加額

2,021百万円

転換による転換社債の 

減少額
4,049百万円

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額

機械装置 
及び 
運搬具

工具器具 
備品

合計

取得価額相当額 37百万円 7百万円 45百万円

減価償却累計額 
相当額

23百万円 1百万円 25百万円

期末残高相当額 13百万円 5百万円 19百万円

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額

機械装置
及び 
運搬具

工具器具 
備品

合計

取得価額相当額 31百万円 7百万円 38百万円

減価償却累計額
相当額

26百万円 3百万円 30百万円

期末残高相当額 4百万円 4百万円 8百万円

 ２ 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 11百万円
１年超 7百万円

合計 19百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 4百万円
１年超 3百万円

合計 8百万円
 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法によっております。

(注) 同左

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

    同左

オペレーティング・リース取引
   未経過リース料

１年以内 73百万円
１年超 239百万円

合計 313百万円

オペレーティング・リース取引
  未経過リース料

１年以内 93百万円
１年超 233百万円

合計 327百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等についての減損処理は該当ありません。なお、

減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、個別銘柄毎に回復可能性等の判定を行い、必要と認められた額

について減損処理を行うこととしております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が取得原価を 
  超えるもの

    株式 6,525 16,882 10,357

    債券 61 62 0

小計 6,586 16,944 10,358

(2) 連結貸借対照表計上額が取得原価を 
  超えないもの

    株式 305 291 △13

小計 305 291 △13

合計 6,891 17,236 10,344

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

18 2 ―

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 ①非上場株式 153

 ②公社債投資信託 1,601

種類
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

 社債 9 46 7 ―



当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等についての減損処理は該当ありません。なお、

減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、個別銘柄毎に回復可能性等の判定を行い、必要と認められた額

について減損処理を行うこととしております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が取得原価を 
  超えるもの

    株式 4,911 21,298 16,386

    債券 32 35 3

小計 4,943 21,334 16,390

(2) 連結貸借対照表計上額が取得原価を 
  超えないもの

    株式 1,979 1,734 △244

小計 1,979 1,734 △244

合計 6,923 23,068 16,145

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

275 229 ―

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 ①非上場株式 365

 ②投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資 
 

141

種類
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

 社債 ― 30 5 ―



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しております。 

  

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しております。 

  

当社グループは、為替リスク及び金利の変動リスクを管理する目的でデリバティブ取

引を行っております。当社グループが行っているデリバティブ取引は先物為替予約及

び金利スワップであり、為替変動リスク及び借入金の金利上昇リスクを回避するため

のものであります。 

また、当社グループは実需原則を遵守し、投機目的のためのデリバティブ取引は行っ

ておりません。 

当社グループが利用している先物為替予約は、為替相場の変動によるリスクを有し、

金利スワップは、市場金利の変動によるリスクを有しております。また、先物為替予

約及び金利スワップの契約先はいずれも信用度の高い銀行であるため、債務不履行に

よるリスクはほとんどないと考えております。なお、先物為替予約及び金利スワップ

の管理については、当社は、経理財務部で行っており、取引の内容については、経理

財務部長が定例取締役会に報告することとなっております。また、連結子会社は、各

社の経理部門で行っており、取引内容については、各社の定例取締役会に報告するほ

か、当社の定例取締役会に報告することとなっております。

当社グループは、為替リスク及び金利の変動リスクを管理する目的でデリバティブ取

引を行っております。当社グループが行っているデリバティブ取引は先物為替予約及

び金利スワップであり、為替変動リスク及び借入金の金利上昇リスクを回避するため

のものであります。 

また、当社グループは実需原則を遵守し、投機目的のためのデリバティブ取引は行っ

ておりません。 

当社グループが利用している先物為替予約は、為替相場の変動によるリスクを有し、

金利スワップは、市場金利の変動によるリスクを有しております。また、先物為替予

約及び金利スワップの契約先はいずれも信用度の高い銀行であるため、債務不履行に

よるリスクはほとんどないと考えております。なお、先物為替予約及び金利スワップ

の管理については、当社は、経理財務部で行っており、取引の内容については、経理

財務部長が定例取締役会に報告することとなっております。また、連結子会社は、各

社の経理部門で行っており、取引内容については、各社の定例取締役会に報告するほ

か、当社の定例取締役会に報告することとなっております。



(退職給付関係) 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、さら

に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。また、当社において退職給付信

託を設定しております。 

なお、一部の子会社においても確定給付型の制度を設けております。 

当社では、従来からの退職一時金制度に加え、昭和59年４月より定年退職者を対象として、適格

退職年金制度を採用しておりましたが、この度、退職給付制度を全面的に見直し、平成17年４月よ

り、適格退職年金制度及び退職一時金制度に代えて、新たな確定給付年金制度と確定拠出年金制度

に移行することといたしました。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
(注１) 一部の子会社は、退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。 

(注２) 「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取り扱い」(実務対応報告第２号)に基

づき、当連結会計年度において退職給付引当金を16百万円増加させております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

① 退職給付債務 △7,093 百万円

② 年金資産 3,522 百万円

③ 退職給付信託 1,174 百万円

④ 未積立退職給付債務(①＋②＋③) △2,396 百万円

⑤ 未認識数理計算上の差異 1,423 百万円

⑥ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △88 百万円

⑦ 連結貸借対照表計上額純額(④＋⑤＋⑥) △1,062 百万円

⑧ 前払年金費用 752 百万円

⑨ 退職給付引当金(⑦－⑧) △1,814 百万円

① 勤務費用 405 百万円

② 利息費用 215 百万円

③ 期待運用収益 △120 百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 111 百万円

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △31 百万円

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 581 百万円

⑦ 退職給付制度一部終了損失 16 百万円

⑧ 合計(⑥＋⑦) 598 百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 主として2.5％

③ 期待運用収益率 主として2.5％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年～18年 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数による定額法。)

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 主として15年 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数による定額法により、翌連結会計年度から費用

処理することとしております。)



当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりました

が、退職給付制度を全面的に見直し、平成17年４月より、適格退職年金制度及び退職一時金制度に

代えて、新たな確定給付年金制度（キャッシュバランスプラン）と確定拠出年金制度へ移行いたし

ました。また、当社において退職給付信託を設定しております。 

なお、一部の子会社においても確定給付型の制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
(注) 一部の子会社は、退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
(注) その他は、確定拠出型年金制度に係る退職給付費用であります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

① 退職給付債務 △6,531百万円

② 年金資産 2,992百万円

③ 退職給付信託 2,024百万円

④ 未積立退職給付債務(①＋②＋③) △1,513百万円

⑤ 未認識数理計算上の差異 477百万円

⑥ 未認識過去勤務債務(債務の減額) 115百万円

⑦ 退職給付引当金(④＋⑤＋⑥) △921百万円

① 勤務費用 323百万円

② 利息費用 199百万円

③ 期待運用収益 △106百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 107百万円

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 37百万円

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 561百万円

⑦ その他 129百万円

⑧ 合計(⑥＋⑦) 690百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 主として2.5％

③ 期待運用収益率 主として2.5％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年～18年 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数による定額法。)

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 主として15年 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数による定額法により、翌連結会計年度から費用

処理することとしております。)



(税効果会計関係) 

  

 

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   (繰延税金資産)

売上割戻引当金 781百万円

未払費用 495百万円

未払事業税 189百万円

賞与引当金 485百万円

退職給付引当金 924百万円

役員退任慰労引当金 209百万円

投資有価証券評価損 178百万円

繰越税額控除 183百万円

その他 584百万円

 繰延税金資産小計 4,032百万円

評価性引当額 △192百万円

 繰延税金資産合計 3,839百万円

   (繰延税金負債)

有形固定資産 △179百万円

退職給付信託設定益 △505百万円

その他有価証券評価差額金 △4,208百万円

その他 △189百万円

 繰延税金負債合計 △5,082百万円

 繰延税金負債の純額 △1,243百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   (繰延税金資産)

売上割戻引当金 707百万円

未払費用 496百万円

未払事業税 134百万円

賞与引当金 525百万円

退職給付引当金 914百万円

役員退任慰労引当金 226百万円

投資有価証券評価損 169百万円

繰越税額控除 332百万円

その他 966百万円

繰延税金資産小計 4,473百万円

評価性引当額 △334百万円

繰延税金資産合計 4,139百万円

   (繰延税金負債)

有形固定資産 △163百万円

退職給付信託設定益 △491百万円

その他有価証券評価差額金 △6,644百万円

その他 △375百万円

繰延税金負債合計 △7,674百万円

繰延税金負債の純額 △3,535百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

0.7％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△2.2％

住民税均等割等 0.2％

試験研究費特別税額控除 △3.3％

親会社と在外連結子会社と
の実効税率差異による影響

△3.7％

その他 1.5％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

33.8％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.8％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.5％

住民税均等割等 0.2％

試験研究費特別税額控除 △2.5％

外国税額控除 △1.7％

親会社と在外連結子会社と
の実効税率差異による影響

△3.2％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

33.4％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  事業区分は、製品の種類、用途(使用目的)、製造方法等の類似性に基づき区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

  (1) アイケア関連 …… 目薬、洗眼薬、コンタクトレンズ関連品 

  (2) スキンケア関連 … メンソレータム、保湿鎮痒剤、リップクリーム、ハンドクリーム、入浴剤、 

              にきび用剤、日焼け止め、機能性化粧品 

  (3) 内服関連 ………… 胃腸薬、胃腸内服液、総合感冒薬、サプリメント 

  (4) その他 …………… 体外検査薬、花粉症関連品、義歯関連品、衛生雑貨 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,324百万円であり、その主な

ものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、28,676百万円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金・預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であ

ります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

前連結会計年度 

(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

アイケア 

関連 

(百万円)

スキンケア 

関連 

(百万円)

内服関連 

(百万円)

その他 

(百万円)

計 

(百万円)

消去 

又は全社 

(百万円)

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

24,010 36,076 8,694 4,549 73,331 ― 73,331

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 24,010 36,076 8,694 4,549 73,331 ― 73,331

  営業費用 16,149 32,763 8,961 4,749 62,623 2,324 64,947

  営業利益又は営業損失(△) 7,861 3,313 △266 △200 10,707 (2,324) 8,383

Ⅱ 資産、減価償却費及び
  資本的支出

  資産 17,688 38,788 7,116 5,083 68,676 28,676 97,353

  減価償却費 979 1,506 243 82 2,812 246 3,059

  資本的支出 587 9,417 689 341 11,035 239 11,274



 
(注) １ 事業区分の方法 

  事業区分は、製品の種類、用途(使用目的)、製造方法等の類似性に基づき区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

  (1) アイケア関連 …… 目薬、洗眼薬、コンタクトレンズ関連品 

  (2) スキンケア関連 … メンソレータム、保湿鎮痒剤、リップクリーム、ハンドクリーム、にきび用剤、

日焼け止め、機能性化粧品 

  (3) 内服関連 ………… 胃腸薬、胃腸内服液、総合感冒薬、サプリメント 

  (4) その他 …………… 体外検査薬、花粉関連品、義歯関連品、衛生雑貨 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,467百万円であり、その主な

ものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、30,576百万円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金・預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

当連結会計年度 

(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

アイケア 

関連 

(百万円)

スキンケア 

関連 

(百万円)

内服関連 

(百万円)

その他 

(百万円)

計 

(百万円)

消去 

又は全社 

(百万円)

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

24,595 44,391 9,206 7,660 85,854 ― 85,854

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 24,595 44,391 9,206 7,660 85,854 ― 85,854

  営業費用 16,395 39,721 9,531 7,231 72,879 2,467 75,347

  営業利益又は営業損失(△) 8,199 4,670 △324 429 12,974 (2,467) 10,506

Ⅱ 資産、減価償却費及び
  資本的支出

  資産 19,845 46,356 8,998 7,048 82,249 30,576 112,825

  減価償却費 988 1,619 207 132 2,947 238 3,186

  資本的支出 2,968 5,067 1,041 566 9,644 191 9,835



【所在地別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 

  (2) ヨーロッパ …… 英国 

  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 

  (4) その他 ………… オーストラリア 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 

  (2) ヨーロッパ …… 英国 

  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 

  (4) その他 ………… オーストラリア 

  

前連結会計年度 

(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

日本 

(百万円)

北米 

(百万円)

ヨーロッパ

(百万円)

アジア 

(百万円)

その他 

(百万円)

計 

(百万円)

消去 

又は全社 

(百万円)

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 52,230 5,561 3,262 11,389 887 73,331 ― 73,331

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高
1,213 1,699 2 1,252 56 4,223 (4,223) ―

計 53,444 7,261 3,264 12,641 943 77,555 (4,223) 73,331

  営業費用 47,816 6,529 2,819 11,117 838 69,121 (4,174) 64,947

  営業利益 5,627 731 444 1,524 105 8,433 (49) 8,383

Ⅱ 資産 83,218 26,513 2,221 10,225 803 122,982 (25,628) 97,353

当連結会計年度 

(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

日本 

(百万円)

北米 

(百万円)

ヨーロッパ

(百万円)

アジア 

(百万円)

その他 

(百万円)

計 

(百万円)

消去 

又は全社 

(百万円)

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 60,146 8,821 4,174 11,755 955 85,854 ― 85,854

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高
1,120 1,535 2 1,969 29 4,656 (4,656) ―

計 61,267 10,356 4,177 13,725 984 90,511 (4,656) 85,854

  営業費用 53,617 9,481 3,702 12,200 839 79,842 (4,494) 75,347

  営業利益 7,649 875 475 1,524 145 10,669 (162) 10,506

Ⅱ 資産 94,822 30,754 2,380 13,077 893 141,929 (29,103) 112,825



【海外売上高】 

  

 
  
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 北米 …………… 米国・カナダ 

  (2) ヨーロッパ …… 英国 

  (3) アジア ………… 中国・台湾・ベトナム 

  (4) その他 ………… オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,563 3,264 11,430 887 21,145

Ⅱ 連結売上高(百万円) 73,331

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

7.6 4.4 15.6 1.2 28.8

当連結会計年度
(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,840 4,175 11,789 955 25,761

Ⅱ 連結売上高(百万円) 85,854

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

10.3 4.9 13.7 1.1 30.0



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 
  

   

  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

項目
前連結会計年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 898円17銭 547円97銭

１株当たり当期純利益 101円79銭 58円62銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

92円96銭 55円11銭

 平成17年11月18日付で普通株式１

株につき２株の割合をもって株式分

割しております。当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情

報については以下のようになりま

す。

 

１株当たり純資産額 449円08銭

１株当たり当期純利益 50円90銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 46円48銭

前連結会計年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(百万円) 5,475 6,523

普通株主に帰属しない金額(百万円) 34 45

(うち利益処分による役員賞与金)(百万円) (34) (45)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 5,441 6,477

普通株式の期中平均株式数(千株) 53,454 110,497

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 5,076 7,044

(うち転換社債)(千株) (5,005) (6,910)

(うち新株予約権)(千株) (44) (134)

(うち自己株式取得方式による 
ストックオプション)(千株)

(26) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

――― ―――



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
  

 
(注) １ 転換社債の内容 
  

 
   ※ 転換社債の転換価格は、平成17年11月18日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を 

行った後の価格であり、株式分割前の転換価格は、1,197円であります。また、社債発行後におい
て、時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合等においては調整されます。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額 
  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額
  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

ロート製薬株式会社
第２回無担保 
転換社債

平成13年 
９月13日

5,991 1,942 ― 無担保社債
平成20年
９月30日

合計 ― ― 5,991 1,942 ― ― ―

銘柄 転換の条件
転換により発行
すべき株式の内容

転換を請求できる期間

第２回無担保 
転換社債

転換社債598円50銭につ
きロート製薬株式会社株
式１株の割合をもって転
換 ※

ロート製薬株式会社
普通株式

平成13年10月１日から 
平成20年９月29日まで

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― ― 1,942 ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,209 2,585 3.19 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,096 1,847 3.07 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く)

7,966 8,110 4.00
平成19年５月 
～平成23年２月

その他の有利子負債

   リース債務 17 13 18.42 ―

   従業員預り金(１年以内) 1,369 1,408 2.35 ―

   取引保証預り金(１年以内) 2,719 2,730 0.05 ―

合計 15,377 16,695 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 1,738 991 4,392 988



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)
Ⅰ 流動資産
 １ 現金及び預金 3,498 2,393
 ２ 受取手形 6,357 5,788
 ３ 売掛金 8,186 9,011
 ４ 有価証券 1,510 ―
 ５ 商品 1,855 2,567
 ６ 製品 2,800 3,135
 ７ 原材料 1,908 1,974
 ８ 仕掛品 286 299
 ９ 貯蔵品 56 58
 10 前渡金 29 47
 11 前払費用 241 332
 12 未収消費税等 ― 62
 13 繰延税金資産 1,894 1,862
 14 その他 1,084 220
   貸倒引当金 △49 △14
 流動資産合計 29,660 36.2 27,741 30.7
Ⅱ 固定資産
 (1) 有形固定資産
  １ 建物 (※６) 18,081 21,284
    減価償却累計額 8,178 9,903 8,873 12,410
  ２ 構築物 558 685
    減価償却累計額 341 217 383 302
  ３ 機械及び装置 14,780 15,703
    減価償却累計額 11,101 3,678 11,851 3,852
  ４ 車両運搬具 120 127
    減価償却累計額 100 20 104 23
  ５ 工具器具備品 4,754 5,121
    減価償却累計額 3,896 857 4,135 985
  ６ 土地 5,022 6,057
  ７ 建設仮勘定 238 428
  有形固定資産合計 19,938 24.3 24,059 26.6
 (2) 無形固定資産
  １ 特許権 83 147
  ２ 商標権 59 55
  ３ ソフトウェア 318 351
  ４ 電話加入権 10 10
  ５ ソフトウェア仮勘定 35 36
  無形固定資産合計 507 0.6 601 0.6
 (3) 投資その他の資産
  １ 投資有価証券 (※１) 17,335 23,506
  ２ 関係会社株式 13,990 14,116
  ３ 出資金 4 4
  ４ 長期貸付金 7 13
  ５ 従業員長期貸付金 8 5
  ６ 関係会社長期貸付金 35 35
  ７ 更生債権その他 
    これらに準ずる債権

149 156

  ８ 長期前払費用 167 105
  ９ 保証金 188 201
  10 その他 129 129
    貸倒引当金 △150 △204
  投資その他の資産合計 31,864 38.9 38,068 42.1
 固定資産合計 52,310 63.8 62,729 69.3
 資産合計 81,971 100.0 90,470 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 1,422 1,682

 ２ 買掛金 2,948 3,315

 ３ 短期借入金 ― 400

 ４ 一年内返済予定の 
   長期借入金

(※１) 1,032 668

 ５ 未払金 959 1,412

 ６ 未払費用 4,816 5,653

 ７ 未払法人税等 2,201 1,357

 ８ 未払消費税等 247 ―

 ９ 預り金 2,784 2,798

 10 従業員預り金 1,369 1,408

 11 賞与引当金 1,178 1,304

 12 返品調整引当金 600 630

 13 売上割戻引当金 1,925 1,560

 14 その他 12 6

 流動負債合計 21,497 26.2 22,196 24.6

Ⅱ 固定負債

 １ 転換社債 5,991 1,942

 ２ 長期借入金 1,288 620

 ３ 繰延税金負債 3,318 5,768

 ４ 退職給付引当金 1,624 423

 ５ 役員退任慰労引当金 515 558

 ６ 債務保証損失引当金 ― 117

  固定負債合計 12,737 15.6 9,429 10.4

 負債合計 34,235 41.8 31,625 35.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 (※４) 3,288 4.0 5,409 6.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,404 4,518

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 4 12

 資本剰余金合計 2,408 2.9 4,530 5.0

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 812 812

 ２ 任意積立金

  (1) 事業拡張積立金 1,000 1,000

  (2) 特別償却準備金 29 20

  (3) 別途積立金 30,630 33,030

 ３ 当期未処分利益 3,650 4,601

 利益剰余金合計 36,122 44.1 39,464 43.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

(※７) 6,127 7.5 9,575 10.6

Ⅴ 自己株式 (※５) △212 △0.3 △135 △0.2

 資本合計 47,735 58.2 58,844 65.0

 負債・資本合計 81,971 100.0 90,470 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 12,446 13,894

 ２ 製品売上高 40,320 52,767 100.0 44,713 58,608 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品・製品期首棚卸高 4,092 4,656

 ２ 当期商品仕入高 6,838 8,663

 ３ 当期製品製造原価 14,372 15,563

合計 25,302 28,883

 ４ 他勘定振替高 (※１) 694 1,053

 ５ 商品・製品期末棚卸高 4,656 19,951 37.8 5,703 22,126 37.8

   売上総利益 32,816 62.2 36,482 62.2

   返品調整引当金繰入額 110 0.2 30 0.0

   差引売上総利益 32,706 62.0 36,452 62.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売促進費 7,666 7,980

 ２ 運賃荷造費 698 711

 ３ 広告宣伝費 8,517 9,062

 ４ 役員報酬 225 238

 ５ 給料賞与 2,684 2,939

 ６ 賞与引当金繰入額 648 684

 ７ 退職給付費用 239 267

 ８ 役員退任慰労 
   引当金繰入額

59 60

 ９ 福利厚生費 671 640

 10 減価償却費 550 526

 11 賃借料 288 352

 12 租税公課 286 407

 13 研究開発費 (※２) 2,499 2,832

 14 貸倒引当金繰入額 23 ―

 15 その他 2,086 27,146 51.5 2,197 28,903 49.3

   営業利益 5,560 10.5 7,548 12.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 7 9

 ２ 有価証券利息 2 1

 ３ 受取配当金 210 236

 ４ 工業所有権等 
   使用料収益

(※４) 86 102

 ５ その他 72 378 0.7 105 454 0.7



 
  

前事業年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 55 49

 ２ 棚卸資産廃棄損 366 694

 ３ 貸倒引当金繰入額 ― 54

 ４ その他 45 466 0.8 146 944 1.6

   経常利益 5,471 10.4 7,059 12.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 (※５) 107 ―

 ２ 投資有価証券売却益 ― 227

 ３ 貸倒引当金戻入額 ― 107 0.2 34 262 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 (※６) 116 ―

 ２ 退職給付制度 
   一部終了損失

16 ―

 ３ 投資有価証券評価損 ― 77

 ４ 債務保証損失 
   引当金繰入額

― 132 0.3 117 194 0.3

   税引前当期純利益 5,445 10.3 7,127 12.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,510 2,540

   法人税等調整額 △590 1,919 3.6 125 2,665 4.6

   当期純利益 3,525 6.7 4,461 7.6

   前期繰越利益 525 695

   中間配当額 400 555

   当期未処分利益 3,650 4,601



製造原価明細書 

  

 
  

(注) 

 
  

前事業年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 原材料費 8,238 56.9 9,231 59.2

Ⅱ 労務費 (※１) 2,886 19.9 2,990 19.2

Ⅲ 経費 (※２) 3,357 23.2 3,365 21.6

  当期総製造費用 14,482 100.0 15,587 100.0

  期首仕掛品棚卸高 397 286

合計 14,880 15,874

  他勘定振替高 (※３) 221 11

  期末仕掛品棚卸高 286 299

  当期製品製造原価 14,372 15,563

前事業年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

原価計算の方法は組別総合原価計算であります。 同左

※１ 労務費のうち引当金繰入額の内訳

賞与引当金繰入額 345百万円

退職給付費用 173百万円

※１ 労務費のうち引当金繰入額の内訳

賞与引当金繰入額 399百万円

退職給付費用 172百万円

※２ 経費のうち主なるものの内訳

減価償却費 1,678百万円

※２ 経費のうち主なるものの内訳

減価償却費 1,592百万円

※３ 他勘定振替高は、固定資産勘定等へ振替えた

ものであります。

※３ 同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) １ 特別償却準備金の取崩額は、租税特別措置法に基づくものであり、税効果の影響を控除した額で計上して 

おります。 

２ 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年６月24日)

当事業年度 
(平成18年６月27日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,650 4,601

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 特別償却準備金取崩額 9 9 9 9

合計 3,660 4,611

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 535 571

 ２ 取締役賞与金 30 40

 ３ 任意積立金

  (1) 別途積立金 2,400 2,965 3,100 3,711

Ⅳ 次期繰越利益 695 899



重要な会計方針 

  

 

項目
前事業年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

(1) その他有価証券

   時価のあるもの

    同左

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

    なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によってお

ります。

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

    同左

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権及び債

務の評価基準及び評価方

法

時価法     同左

３ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法

総平均法による原価法     同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用してお

ります。

(1) 有形固定資産

    同左

(2) 無形固定資産

  定額法によっております。

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産

    同左

(3) 長期前払費用

  定額法によっております。

(3) 長期前払費用 

    同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

    同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込

額のうち当事業年度の負担額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

    同左



 

項目
前事業年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

(3) 返品調整引当金

  返品による損失に備えて、当事業

年度末売掛金を基準とした返品見

込額に対する売買利益の見積額を

計上しております。

(3) 返品調整引当金

    同左

(4) 売上割戻引当金

  当事業年度の売上高に対する将来

の売上割戻に備えて、当事業年度

末売掛金に割戻見積率を乗じた金

額を計上しております。

(4) 売上割戻引当金

    同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

  過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による定

額法により費用処理しておりま

す。

  数理計算上の差異については、各

事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

(5) 退職給付引当金

    同左

(6) 役員退任慰労引当金

  役員の退任慰労金支給に備えて、

内規に基づく当事業年度末要支給

額の100％を計上しております。

(6) 役員退任慰労引当金

    同左

――― (7) 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるた

め、保証先の財政状態等を勘案

し、損失見込額を計上しておりま

す。

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

    同左

７ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

    同左

８ ヘッジ会計の方法 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約等が振当処理

の要件を満たしている場合につい

ては、振当処理を行っておりま

す。

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

    同左



 
  

項目
前事業年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

先物為替予約 外貨建営業債権 

債務 

外貨建投融資

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

(3) ヘッジ方針

  海外への送金をより有利な為替レ

ートにより行うため、為替変動リ

スクをヘッジする目的で先物為替

予約を行っております。

(3) ヘッジ方針

    同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  先物為替予約については、ヘッジ

対象に対し同一通貨建による同一

期日のものをそれぞれ振り当てて

いるため、その後の為替相場の変

動による相関関係は確保されてお

り、その判定をもって有効性の判

定に代えておりますので、決算日

における有効性の評価を省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

    同左

(5) その他

  先物為替予約の管理については、

経理財務部で行っており、取引の

内容については、経理財務部長が

定例取締役会に報告することとな

っております。

(5) その他

    同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理について

  消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。

消費税等の会計処理について

    同左



会計処理の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前事業年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

前事業年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

(外形標準課税)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。この結果、販売費及

び一般管理費が70百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益が70百万円減少しております。

―――

(退職給付制度)

退職給付制度の全面的な見直しを行い、平成17年４月

１日に、従来の退職一時金制度及び適格年金制度から

新たな確定給付年金制度と確定拠出年金制度へ移行し

ております。なお、規定等の改訂日が当事業年度中で

あることから、退職給付制度の一部終了に伴い発生が

見込まれる損失を、特別損失に16百万円計上しており

ます。

―――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ 担保資産

   一年内返済予定の長期借入金64百万円の担保に供

しているもの

投資有価証券 215百万円

―――

 ２ 偶発債務

   下記の会社の借入金に対して債務保証を行ってお

ります。

メンソレータム社 9,044百万円

(84,225千米ドル)

ロート・インドネシア社 32百万円

(300千米ドル)

ロート・メンソレータム・ 8百万円

ベトナム社 (76千米ドル)

メンソレータム社・オーストラレーシア

6百万円

(75千オーストラリアドル)

㈱イージーネット 131百万円

計 9,222百万円

 ２ 偶発債務

   下記の会社の借入金に対して債務保証を行ってお

ります。

メンソレータム社 10,101百万円

(85,995千米ドル)

メンソレータム社・カナダ 121百万円

(1,200千カナダドル)

ロート・インドネシア社 35百万円

(300千米ドル)

メンソレータム社・オーストラレーシア

6百万円

(75千オーストラリアドル)

エムジーファーマ㈱ 330百万円

計 10,594百万円

 ３ 特定融資枠契約

   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関２社と特定融資枠契約を締結しており

ます。

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

 ３ 特定融資枠契約 

   同左

 

※４ 会社が発行する株式

普通株式 199,698千株

   発行済株式の総数

普通株式 53,725千株

 

※４ 会社が発行する株式

普通株式 399,396千株

   発行済株式の総数

普通株式 114,595千株

※５ 自己株式の保有数 

    普通株式              215千株

※５ 自己株式の保有数 

    普通株式               219千株

※６ 過年度に取得した資産のうち国庫補助金等による

圧縮記帳累計額は、建物493百万円であり、貸借

対照表計上額は、この圧縮記帳累計額を控除して

おります。

※６ 同左

※７ 有価証券の時価評価により、純資産額が6,127百

万円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。

※７ 有価証券の時価評価により、純資産額が9,575百

万円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。



(損益計算書関係) 
  

 
  

(リース取引関係) 
  

 

前事業年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

※１ 他勘定振替高は商品及び製品の試供品等への使用

及び廃棄損への振替によるものであります。

※１ 同左

※２ 研究開発費のうち引当金繰入額の内訳

賞与引当金繰入額 183百万円

退職給付費用 71百万円

※２ 研究開発費のうち引当金繰入額の内訳

賞与引当金繰入額 196百万円

退職給付費用 79百万円

 ３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,499百万円であります。

 ３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,832百万円であります。

※４ 工業所有権等使用料収益に含まれる関係会社から

のものは、73百万円であります。

※４ 工業所有権等使用料収益に含まれる関係会社から

のものは、91百万円であります。

※５ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 21百万円

工具器具備品 85百万円

計 107百万円

―――

※６ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 7百万円

構築物 11百万円

機械及び装置 85百万円

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 12百万円

計 116百万円

―――

前事業年度
(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

工具器具備品

取得価額相当額 7百万円

減価償却累計額相当額 1百万円

期末残高相当額 5百万円

 
 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

工具器具備品

取得価額相当額 7百万円

減価償却累計額相当額 3百万円

期末残高相当額 4百万円

 

 ２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1百万円

１年超 4百万円

合計 5百万円

 ２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。

 (注) 同左

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

    同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   (繰延税金資産)

売上割戻引当金 781百万円

未払費用 247百万円

未払事業税 185百万円

賞与引当金 478百万円

退職給付引当金 867百万円

役員退任慰労引当金 209百万円

投資有価証券評価損 178百万円

その他 341百万円

 繰延税金資産合計 3,289百万円

   (繰延税金負債)

退職給付信託設定益 △505百万円

その他有価証券評価差額金 △4,193百万円

その他 △13百万円

 繰延税金負債合計 △4,713百万円

 繰延税金負債の純額 △1,423百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   (繰延税金資産)

売上割戻引当金 633百万円

未払費用 315百万円

未払事業税 123百万円

賞与引当金 519百万円

退職給付引当金 722百万円

役員退任慰労引当金 226百万円

投資有価証券評価損 169百万円

その他 527百万円

繰延税金資産合計 3,237百万円

   (繰延税金負債)

退職給付信託設定益 △491百万円

その他有価証券評価差額金 △6,644百万円

その他 △7百万円

繰延税金負債合計 △7,143百万円

繰延税金負債の純額 △3,905百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

1.0％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.8％

住民税均等割等 0.3％

試験研究費特別税額控除 △4.9％

その他 △0.9％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

35.3％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.0％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.7％

住民税均等割等 0.2％

試験研究費特別税額控除 △3.4％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

37.4％



(１株当たり情報) 
  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

     

項目
前事業年度

(平成16年４月１日～
 平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 891円55銭 514円14銭

１株当たり当期純利益 65円40銭 40円02銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

59円73銭 37円62銭

 平成17年11月18日付で普通株式１

株につき２株の割合をもって株式分

割しております。当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報に

ついては以下のようになります。

 

１株当たり純資産額 445円77銭

１株当たり当期純利益 32円70銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 29円86銭

前事業年度
(平成16年４月１日～
平成17年３月31日)

当事業年度
(平成17年４月１日～
平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(百万円) 3,525 4,461

普通株主に帰属しない金額(百万円) 30 40

(うち利益処分による役員賞与金)(百万円) (30) (40)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,495 4,421

普通株式の期中平均株式数(千株) 53,454 110,497

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 5,076 7,044

(うち転換社債)(千株) (5,005) (6,910)

(うち新株予約権)(千株) (44) (134)

(うち自己株式取得方式による 
ストックオプション)(千株)

(26) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

――― ―――



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

高砂熱学工業㈱ 337,000 330

養命酒製造㈱ 253,000 339

旭化成㈱ 80,868 67

住友化学工業㈱ 70,756 67

信越化学工業㈱ 50,550 323

田辺製薬㈱ 316,000 412

わかもと製薬㈱ 305,000 144

森下仁丹㈱ 4,025,000 1,730

㈱ツムラ 189,000 585

住友重機械工業㈱ 171,771 194

ダイキン工業㈱ 110,000 453

㈱日立製作所 1,090,000 907

松下電器産業㈱ 278,222 727

三菱重工業㈱ 400,000 224

トヨタ自動車㈱ 41,607 267

㈱メディセオ・パルタックホー
ルディングス

33,000 62

㈱ニコン 31,358 66

住友商事㈱ 636,376 1,066

㈱大木 1,759,635 827

㈱阪急百貨店 100,547 109

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

2,469 4,444

㈱りそなホールディングス 480 194

㈱三井住友フィナンシャル 
グループ

711 924

㈱池田銀行 164,745 993

三菱地所㈱ 101,343 282

東京電力㈱ 230,759 677

中部電力㈱ 170,634 503

関西電力㈱ 842,922 2,204

中国電力㈱ 200,863 492

北陸電力㈱ 177,713 437

九州電力㈱ 215,127 571

東京瓦斯㈱ 2,300,041 1,184

大阪瓦斯㈱ 2,096,690 897

㈱スズケン 29,270 108

㈱ファーマフーズ 1,000 100

㈱ビーシーエス 400 100

Episcience Inc. 84,348 99

その他(29銘柄) 282,622 207

計 17,181,827 23,329



【債券】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

  転換社債(7銘柄) 32 35

計 32 35

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

 (投資事業有限責任組合及び 
   それに類する組合への出資)
ＳＢＩバイオ・ライフサイエン
ス投資事業有限責任組合

3 141

計 3 141



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 18,081 3,279 76 21,284 8,873 759 12,410

 構築物 558 127 0 685 383 42 302

 機械及び装置 14,780 1,256 332 15,703 11,851 1,065 3,852

 車両運搬具 120 12 5 127 104 9 23

 工具器具備品 4,754 525 158 5,121 4,135 387 985

 土地 5,022 1,035 ― 6,057 ― ― 6,057

 建設仮勘定 238 5,722 5,533 428 ― ― 428

有形固定資産計 43,557 11,959 6,108 49,408 25,349 2,263 24,059

無形固定資産

 特許権 110 85 ― 195 48 21 147

 商標権 92 5 4 94 38 10 55

 ソフトウェア 546 157 71 632 281 124 351

 電話加入権 10 ― ― 10 ― ― 10

 ソフトウェア 
 仮勘定

35 71 70 36 ― ― 36

無形固定資産計 795 320 146 970 368 156 601

長期前払費用 440 22 158 304 199 84 105

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 ロートリサーチビレッジ京都 1,481百万円

中央物流センター新棟建設 1,030百万円

機械及び装置 上野工場点眼ライン新設 682百万円

土地 ロートリサーチビレッジ京都 1,035百万円



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 発行済株式総数の増加は、平成17年11月18日付での株式分割（普通株式１株につき２株）55,635千株、  

転換社債の株式への転換5,036千株及びストックオプションの権利行使198千株によるものであります。 

２ 資本金及び資本準備金の増加の原因は、次のとおりであります。 

  (1) 転換社債の株式への転換 

 
  (2) ストックオプションの権利行使 

 
３ 当期末における自己株式は、219,522株であります。 

４ その他資本剰余金の増加の原因は、すべて自己株式の売却によるものであります。 

５ 任意積立金の増減の原因は、すべて前期決算の利益処分によるものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 3,288 2,120 ― 5,409

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (53,725,034) (60,870,209) (―) (114,595,243)

普通株式 (百万円) 3,288 2,120 ― 5,409

計 (株) (53,725,034) (60,870,209) (―) (114,595,243)

計 (百万円) 3,288 2,120 ― 5,409

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金

 株式払込剰余金 (百万円) 2,404 2,114 ― 4,518

その他資本剰余金

 自己株式処分差益 (百万円) 4 7 ― 12

計 (百万円) 2,408 2,121 ― 4,530

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 812 ― ― 812

任意積立金

 事業拡張積立金 (百万円) 1,000 ― ― 1,000

 特別償却準備金 (百万円) 29 ― 9 20

 別途積立金 (百万円) 30,630 2,400 ― 33,030

計 (百万円) 32,471 2,400 9 34,862

資本金 2,027千円 資本準備金 2,021千円

資本金 93千円 資本準備金 92千円



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権に対する引当金の洗替額49百万円であります。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 199 68 ― 49 219

賞与引当金 1,178 1,304 1,178 ― 1,304

返品調整引当金 600 630 600 ― 630

売上割戻引当金 1,925 1,560 1,925 ― 1,560

役員退任慰労引当金 515 60 17 ― 558

債務保証損失引当金 ― 117 ― ― 117



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

流動資産 

１ 現金及び預金 

  

 
  

２ 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 11

預金

当座預金 2,350

普通預金 18

別段預金 1

振替貯金 11

計 2,382

合計 2,393

相手先 金額(百万円)

丹平中田㈱ 1,877

㈱大木 1,205

㈱コバショウ 455

㈱アルコス 320

アルフレッサ㈱ 275

その他 1,654

合計 5,788

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 1,157

    ５月満期 1,266

    ６月満期 3,364

    ７月以降満期 0

合計 5,788



３ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期売上高には消費税等が含まれております。 

  

４ 商品及び製品 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱大木 1,726

㈱メディケアシステムズ 1,500

丹平中田㈱ 1,055

㈱パルタック 648

㈱コバショウ 604

その他 3,476

合計 9,011

項目 金額(百万円)

A. 期首売掛金残高 8,186

B. 当期売上高 61,462

C. 当期回収高 60,636

D. 期末売掛金残高 9,011

滞留期間
(A＋D)×1/2
B×1/12

1.7か月

回収率
C
×100

A＋B
87.1％

内訳 商品(百万円) 製品(百万円)

アイケア関連 1,191 849

スキンケア関連 716 1,638

内服関連 290 531

その他 369 116

合計 2,567 3,135



５ 原材料 

  

 
  

６ 仕掛品 

  

 
  

７ 貯蔵品 

  

 
  

８ 関係会社株式 

  

 
  

内訳 金額(百万円)

原薬 929

包装材料 他 1,045

合計 1,974

内訳 金額(百万円)

アイケア関連 36

スキンケア関連 122

内服関連 133

その他 6

合計 299

内訳 金額(百万円)

販促品 37

その他 20

合計 58

内訳 金額(百万円)

ロートＵＳＡ 10,787

ロート・メンソレータム・ベトナム社 1,381

エムジーファーマ㈱ 1,244

ロート・インドネシア社 361

㈱メディケアシステムズ 126

その他 215

合計 14,116



流動負債 

１ 支払手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

２ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱アンズコーポレーション 168

㈱タナックス 150

大成化工㈱ 134

㈱オーシン 100

㈱美工 99

その他 1,029

合計 1,682

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 607

    ５月満期 655

    ６月満期 418

合計 1,682

相手先 金額(百万円)

㈱吉野工業所 376

大日本印刷㈱ 267

レンゴー㈱ 224

積水化成品工業㈱ 214

イワキ㈱ 133

その他 2,097

合計 3,315



３ 未払費用 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

内訳 金額(百万円)

販売促進費 2,128

広告宣伝費 3,084

その他 440

合計 5,653



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 平成18年６月27日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当社の公告方法は電子公告 

となりました。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない 

場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次の通りです。 

    (http://www.rohto.co.jp) 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 5,000株券、1,000株券及び1,000株未満の株式数を表示した株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株式名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社    全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 新株券にかかる印紙税相当額

株券喪失登録に伴う 
手数料

１ 喪失登録   １件につき10,500円
２ 喪失登録株券 １枚につき  525円

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株式名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社    全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 (注) 

株主に対する特典

 
３月末日及び９月末日現在、１単元(1,000株)以上保有の株主に対して、自社製品 
詰合せセットを贈呈。また、通販カタログ利用時に10％～25％割引を適用。 
 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第69期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
近畿財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第70期中)
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月22日 
近畿財務局長に提出。

(3) 半期報告書 
の訂正報告書

(第70期中)
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成18年５月12日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月24日

ロート製薬株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているロート製薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ロート製薬株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  林     彰 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  大  輔 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月27日

ロート製薬株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているロート製薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ロート製薬株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  林     彰 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  大  輔 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月24日

ロート製薬株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているロート製薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第69期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ロート製薬株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  林     彰 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  大  輔 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月27日

ロート製薬株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているロート製薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第70期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ロート製薬株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  林     彰 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  大  輔 ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2)資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	その他
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/90
	pageform2: 2/90
	form1: EDINET提出書類  2006/06/28 提出
	form2: ロート製薬株式会社(266028)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/90
	pageform4: 4/90
	pageform5: 5/90
	pageform6: 6/90
	pageform7: 7/90
	pageform8: 8/90
	pageform9: 9/90
	pageform10: 10/90
	pageform11: 11/90
	pageform12: 12/90
	pageform13: 13/90
	pageform14: 14/90
	pageform15: 15/90
	pageform16: 16/90
	pageform17: 17/90
	pageform18: 18/90
	pageform19: 19/90
	pageform20: 20/90
	pageform21: 21/90
	pageform22: 22/90
	pageform23: 23/90
	pageform24: 24/90
	pageform25: 25/90
	pageform26: 26/90
	pageform27: 27/90
	pageform28: 28/90
	pageform29: 29/90
	pageform30: 30/90
	pageform31: 31/90
	pageform32: 32/90
	pageform33: 33/90
	pageform34: 34/90
	pageform35: 35/90
	pageform36: 36/90
	pageform37: 37/90
	pageform38: 38/90
	pageform39: 39/90
	pageform40: 40/90
	pageform41: 41/90
	pageform42: 42/90
	pageform43: 43/90
	pageform44: 44/90
	pageform45: 45/90
	pageform46: 46/90
	pageform47: 47/90
	pageform48: 48/90
	pageform49: 49/90
	pageform50: 50/90
	pageform51: 51/90
	pageform52: 52/90
	pageform53: 53/90
	pageform54: 54/90
	pageform55: 55/90
	pageform56: 56/90
	pageform57: 57/90
	pageform58: 58/90
	pageform59: 59/90
	pageform60: 60/90
	pageform61: 61/90
	pageform62: 62/90
	pageform63: 63/90
	pageform64: 64/90
	pageform65: 65/90
	pageform66: 66/90
	pageform67: 67/90
	pageform68: 68/90
	pageform69: 69/90
	pageform70: 70/90
	pageform71: 71/90
	pageform72: 72/90
	pageform73: 73/90
	pageform74: 74/90
	pageform75: 75/90
	pageform76: 76/90
	pageform77: 77/90
	pageform78: 78/90
	pageform79: 79/90
	pageform80: 80/90
	pageform81: 81/90
	pageform82: 82/90
	pageform83: 83/90
	pageform84: 84/90
	pageform85: 85/90
	pageform86: 86/90
	pageform87: 87/90
	pageform88: 88/90
	pageform89: 89/90
	pageform90: 90/90


